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１．実施内容の検証

■施策達成度の総評
各施策の

達成度の評価 A：順調 B：概ね順調 C：停滞 　D：下降

※評価ウエイト 2 1 -1 -2

施策数 0 19 2 0 21

※施策ごとの達成度（A～D評価）を基に、評価ウエイトを用いて算出した加重平均値による評価

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

383 107 健康推進課 1 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・令和4年度の特定健診受診率は40％であり、国
の目標（令和11年度までに60％）に到達するた
めに、毎年着実に受診率を向上させる必要があ
る。

・定期的に健（検）診を受け、自分の身体の状態を知る大切さについて更に啓発する。
・国保年金課と連携し、定期的に医療機関を受診している人に対して健診受診を促したり、
受診者の利便性を考慮した健（検）診体制を検討するなど、受診率向上に努める。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

384 107 健康推進課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・健診受診の大切さを引き続き周知し、受診者の
増加を図る。
・保健指導対象者には健診結果に応じた保健指
導を継続していく。

・生活習慣病発症予防には30歳代からの定期的な健診受診と、健診結果から行動変容へ
導くための情報提供や保健指導が今後さらに重要になってくる。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

385 107 健康推進課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・健康推進委員が2年間の経験により、健康への
関心を高め、地域へ広める取り組みが定着する
ように研修内容や支援の充実を図る。

・健康推進委員活動について、時代に即した内容・方法を検討していく。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

386 107 健康推進課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

毎年、特定健診結果より健康課題を分析し、資
料作成を行い健康管理事業を展開する。

地域の健康課題解決には、データの分析、課題の明確化が必要であり、さらに充実した施
策の展開が必要である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

387 107 健康推進課 5 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・制度開始以降、毎年1,000名程度ずつ順調に
参加者が増えているので、引き続き制度を継続
し、健康づくり事業への参加を促進していく。

・現在手作業で行っているポイント交換にかかる手続きが煩雑な上、参加者の利便性を考
慮すると、ポイントの電子化等を検討する必要がある。
・魅力ある特典を追加するなど、課題となっている働き盛り世代や若い世代の参加を促進す
る。
・参加者の健康度などについて、データに基づいた科学的な分析を進める。
・ポイントの電子化、健康度のデータ分析に当たっては、「うえいく」の機能更新による活用な
ども併せて検討していく。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

388 107 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・事業を継続し、データにより自分の健康度を確
認しながら、運動の習慣化を図る。

・身近な地域において、自分の身体データを測定でき、専門知識を有する者からアドバイス
を受けることは、身体機能維持や運動の習慣化に効果が大きいと思われるため、継続してい
くことが必要である。
・専門職の運動指導士等が不足しており、職員体制を充実させることが課題である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

389 107 健康推進課 2 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・新型コロナの感染拡大等により、働きざかり世代
や子育て世代への運動習慣の啓発が難しい状況
があった。
・今後見込（令和７年度まで）：「働きざかり世代」
や「子育て世代」へ運動習慣を定着させることは
重要であるため、企業への訪問運動講座等により
若い世代への普及啓発を図る。

・「働きざかり世代」や「若い世代」は仕事や子育てに追われて、自分の健康への関心が薄い
ことから、関連機関と連携して新たな事業展開を検討していく。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

390 107 健康推進課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・事業を継続し、個々の体力や身体の特性に合
わせた健康づくりを進めていく。

・運動プログラム参加者に科学的データ示し、専門知識のある指導者からアドバイスなどを
行うことは、健康づくりへの動機付け支援や、運動習慣の定着化につながることから、これら
の事業展開を検討していく。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

391 107 健康推進課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・R6年度から第3次食育推進計画となり、施策の
展開を改めて見直しながら事業を継続していく。

・市民が健康で、いきいきと生活していくためには食生活が重要となるため、様々な場面を通
じて食の大切さを周知していく必要がある。また、食への理解を深められるよう、上田市の健
康課題や食の実態に合わせた内容で展開していく。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

生きる上での基本であり、知育、徳育及
び体育の基礎となる食育の重要性につい
て、より市民に見える形で発信するととも
に、「家庭」、「学校・保育所など」、「地
域」の分野別にそれぞれの役割や取組を
明確にし、食への理解を深め、生活習慣
病予防や健全な食生活の実践を進めま
す。

・部局横断的に食育を推進するための食育推進プロジェクトにより、関係課と連携して食育を推進し
ている。
・毎年1回、広報うえだに食生活に関する情報を掲載している。
・上田市オリジナルの野菜ノートをホームページに掲載した。
・アリオ食育イベントを開催し、食育の大切さを広く市民に周知した。

科学的根拠に基づく運動プログラムを活
用し、より効果的な運動を実践することに
より、運動習慣の定着化を図る事業を展
開します。

・個人の体力に合わせて歩幅や速さを意識したウォーキングに筋力トレーニングとストレッチをプラス
したうえいく+（プラス）ウォーキング事業を令和2年度から実施している。
・形態測定希望者にはカラダ元気℃測定を受けていただき、自身の体の変化を確認し、今後の運
動習慣に活かしていただく。

市民が日々の健康管理面での悩みや疑
問を気軽に相談できるよう、保健師など
専門職による健康管理のための相談事
業を充実します。健康推進委員の活動を
通し、地域に根ざした健康づくりの取組を
支援します。

・成人の健康相談の来所者はわずかである。
・健康推進委員研修では、上田市の健康課題について学習し、まず健康推進委員一人ひとりが学
んだことを実践し、地域に広める取り組みができるように支援している。

市民の健康状態のデータを分析すること
により、健康課題を的確に把握し、健康
管理のための施策に反映します。

・特定健診受診結果より健康課題を分析し、資料作成をし、結果報告会等で保健指導を実施して
いる。
・ポピュレーションアプローチとして健康教室等で周知している。

楽しみながら健康づくりが続けられるポイ
ント制度の充実や利便性の向上を図り、
各種健（検）診の受診と健康づくり事業へ
の参加を促進します。

・H27年度から事業を開始した健康チャレンジポイント制度は、特典の追加など、毎年リニューアル
を行い、参加者はR5年度末約10,000名となっている。
・制度の参加者については、働き盛り世代や若い世代の参加者が少なく、大きな課題となっている
ため、スマホを活用した健康づくり応援アプリ「うえいく」を構築し、ウォーキングにより仮想空間を旅
するバーチャルの旅に関してはスマホ上でポイントを貯められることとした。

②運動の習慣化と食育の推進による効果的な健康づくり事業の推進

各保健センターや公民館などにおいて、
体組成＊測定や体力測定を実施し、身
体機能の維持や運動の習慣化を図りま
す。

・塩田地域自治センター、川西地域自治センター、豊殿地域自治センター、丸子保健センター、真
田保健センターで体組成測定会を実施している。
・「カラダ元気℃測定」事業で体組成測定、体力測定を行っているが、人員不足等により、健康プラ
ザのみで実施している。

保険者、企業などと連携し、「働きざかり
世代」や「子育て世代」への運動の習慣
化を啓発するほか、身体機能低下を予
防する事業を実施します。

・6～10月の土曜日の朝に市内７か所においてあたま・からだ元気体操を実施し、運動習慣の定着
を図った。
・アリオ上田との連携協定事業において該当世代への運動習慣の啓発活動を実施した。（毎年７
月）
・参加者の体組成測定や体力測定を行う「カラダ元気℃測定」を昼間働いている方のために夜間
複数回開催した。

新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

4-1-1 健幸都市を目指した健康づくり事業の推進

B：概ね順調
【総評の評価基準】
A：順調：1.1～
B：概ね順調：0.6～1.0
C：停滞：0～0.5
D：下降：～-0.1

※施策数(計)

0.8

基本施策１ 健康寿命の延伸のため、生活習慣病対策と身体機能維持の事業を推進します

①健康への自己管理意識の啓発と支援体制の充実

各種がん検診、特定健康診査＊（以下、
「特定健診」という。）の必要性を啓発し、
より細やかな受診勧奨や受診機会の拡
大などの仕組みづくりにより、受診率の向
上を図るとともに、生活習慣病発症・重
症化の予防に向け、丁寧な保健指導を
行います。

・各種検診申込書の各世帯への郵送、検診案内の各戸配布を継続している。働き世代への受診
勧奨として、3歳児健診で保護者に周知したり、情報発信方法を工夫している。
・生命保険会社と連携し、検診案内等のパンフレットを従業員や顧客等へ配布する取組みを行って
いる。
・特定健診受診率向上に向け、これまで様々な取組を実施したが、国が揚げる60％（市町村国保
の場合）」の目標には到達できていない。

生活習慣病発症予防には、若年期から
の健診受診が重要なため、30歳代健診
の定着化を図ります。

・30歳代の全市民を対象に継続実施している。
・国保被保険者の初受診者、特定保健指導基準該当者に保健指導を実施している。

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価
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392 107 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・糖尿病等の生活習慣病は、生活習慣の改善に
向けた継続的な関わりが必要となるため、事業を
継続し、対象者に応じた丁寧な保健指導を実施
していく。

・R6年3月に改訂されたプログラムをふまえて、事業を継続していく。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

393 107 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・今後も地域のウォーキングイベントに対して指導
者を派遣するなどして、支援を継続していく。

・ウォーキングをますます普及させ、楽しみや目標を持ちながら自主的な活動として地域で
継続できるよう、支援を継続していく必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

394 107 健康推進課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・ウォーキングイベントへの参加者数が横ばい傾
向にあることから、引き続き様々な情報媒体を通
じ情報発信していく。

・ウォーキングによる健康づくり応援アプリ「うえいく」の機能更新を図り、利用者からお気に入
りのマイウォーキングコースの募集などを行い、アプリ上に新コースを搭載するなどして、情報
発信、情報交換を進める。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

395 107 健康推進課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・健康教室等の開催要望も多く、地域に浸透し、
参加者も多数いることから引き続き事業を継続し
ていく。

・自治会、公民館等からの健康教室等の要望にはできる限り対応し、地域での健康づくりを
引き続き推進する。
・健康推進委員の委嘱方法について自治会から検討を求められていることを踏まえ、健康
推進委員の役割を見直す必要があり、新たな方策により市民の健康増進を図る必要があ
る。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

396 107 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、こころの健康について広報、有線、行
政チャンネル、SNS等により普及啓発を実施す
る。

・自殺対策の推進には、関係機関と連携し講演会などを実施し、様々な方法でこころの健康
を守るための啓発を実施していく必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

397 107 健康推進課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き「こころの相談」を実施し、適切な支援
につなげる。
・必要な人に「上田市精神保健のしおり」を配布
できるよう作成する。

・こころの問題を抱えた人の課題は複雑で、単独の支援では対応が難しいことを踏まえて、
関係機関との連携を十分に行えるようにする。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

398 107 健康推進課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・ゲートキーパー養成研修会、フォロー研修会、
市職員対象のゲートキーパー養成研修会を実施
していく。

・毎年継続して実施していくことに努める。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

399 108 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・令和6年度より、国でも歯周病検診の対象者が
拡大する（国では、20歳、30歳を対象者に加え
る。上田市では、既に20歳、30歳を対象としてい
る）
・歯や口腔の健康づくりに関する知識の普及啓発
を継続するとともに口腔機能維持するための支援
（オーラルフレイルや誤嚥性肺炎の予防等）を教
室等の機会を利用して実施する。
・かかりつけ歯科医による定期的な歯科検診の勧
奨を実施する。

・歯周病と全身疾患の関連性について理解を深める取組が必要である。
・ライフステージに応じた歯科指導と毎日のセルフケア、定期的な歯科検診等の好ましい生
活習慣の定着を図る必要がある。
・引き続き、オーラルフレイルの周知啓発を図る必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

400 108 健康推進課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・妊娠期、乳幼児期から歯科健診や教室等を通
じて、歯科保健指導や啓発を実施していく。
・歯科医師会、保育園等との情報共有を継続実
施する。

・歯や口腔の健康づくりに関する丁寧な歯科保健指導の実施と、周知・啓発、関係機関との
情報共有を継続実施していく。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

妊娠期、乳幼児期から歯科検診や教室
などを実施するとともに、保育園、幼稚
園、学校などと連携して歯科保健を推進
します。

・妊娠期は、妊娠届出時に啓発資料を配布し、妊婦歯科検診の受診勧奨を行っている。また、両
親学級で歯科保健指導を行なっている。
・乳幼児期は、乳幼児健診での歯科健診、歯科保健指導を実施している。また、保育園、幼稚園
への巡回歯科指導を実施している。
・保育園・幼稚園とむし歯、歯肉炎等統計の把握と情報共有を継続実施した。
・歯科医師と健康推進課の連携打ち合わせ会議を継続実施した。

歯科保健に対する正しい知識の普及・啓
発、オーラルフレイル＊について周知して
いくとともに、歯周病検診、歯科指導を充
実します。

・歯周病検診は、20歳及び30・40・50・60・70歳を対象に実施している。また、年度途中で検診未
受診者を対象に受診勧奨を行い、受診率の向上に努めている。
・妊婦歯科検診は、無料化した平成29年度以降、受診者数は増加しており、一定の成果を上げて
いる。

基本施策２ こころの健康を保ち、自分らしい社会生活を送るため精神保健事業を充実します

①正しい知識の啓発とサポート体制の構築

こころの健康づくりや病気について、講演
会や健康教育などで正しい知識の普及・
啓発を図ります。

・こころの健康づくりやうつ病などの病気について、自殺対策月間などに合わせて広報や有線放送、
行政チャンネル、SNSなどにより情報を発信し正しい知識の普及啓発を実施した。
・健康推進委員へ任期中に1回はこころの健康づくりなどの講習を実施している。

行政や関係機関、民間団体などが連携
し、情報の共有を図り、悩みや不調を抱
えた時、適切に相談に結びつくよう、ここ
ろの相談体制の充実を図ります。

・保健師が随時「こころの相談」を受け、適切な機関へつないでいる。
・市の精神保健・福祉に関する相談窓口をしおりにまとめて作成し情報提供をしている。

④ウォーキングによる交流や健康づくりの推進

身近な人のこころの不調やサインに気づ
き、専門機関につなぐことができる人材の
養成を行い、互いに見守り支え合う環境
づくりを推進します。

・平成27年度からゲートキーパー養成研修会を複数回実施し、実践できる人材の養成を行ってい
る。
・平成28年度からは養成研修を受けた人へのフォロー研修会を実施している。
・R3年度からは市職員が市民への対応時に心の不調のサインに気づき、適切な支援につなげられ
るよう職員向けゲートキーパー養成研修会を実施している。

基本施策３ 生涯自分の歯でおいしく食べることを目標に、歯科保健事業を充実します

①歯や口腔の健康づくりに関する知識の啓発と健康教育

ウォーキングマップを作成した団体や地
域の公民館などと連携し、各地域の
ウォーキングイベントの定期的な開催を
支援します。

・団体、公民館、自治会等と連携し、また、地域の健康推進委員、スポーツ推進委員とも協力し、
ウォーキングイベントの開催を支援した。
・健康チャレンジポイント制度の対象事業に認定するなどして、参加者を増やす取り組みを行った。
・R５年度の実績として公民館や自治会等と連携したウォーキング事業を開催し、延べ1,500名の
参加者があった。

ウォーキングに関する様々な情報をホー
ムページ、スマートフォンのアプリ、SNSな
どにより、手軽に情報交換できる仕組み
を整えます。

・ウォーキングカレンダーを健康プラザ、公民館、関係機関等へ設置する他、ホームページに掲載
し、様々なウォーキングイベントの告知や参加を呼びかけている。
・ウォーキングによる健康づくり応援アプリ「うえいく」を構築し、スマートフォンへウォーキング事業を
含む健康に関するお知らせを配信している。

自治会単位の住民説明会や健康教室を
開催し、上田市の健康課題を市民と共
有することにより、地域での健康づくりを推
進します。

・自治会、公民館、PTA、健康推進委員ブロック会、その他各種団体に講師を派遣し、健康寿命の
延伸、生活習慣病対策、身体機能維持などの講話をしたり、実際に体を動かす健康教室を年間
40回程度開催し、地域の健康づくりを推進している。

③糖尿病発症予防と重症化予防への取組の推進

糖尿病性腎症重症化予防プログラムに
基づき、効果的な保健指導を行うととも
に、県や医療機関と連携した取組を進め
ます。

・プログラムに基づき保健指導を実施している。
・特定健診の二次健診として、受診勧奨値以上の糖尿病未治療者で尿たんぱくが（－）の方を対
象に、早期腎症の診断に有用とされる微量アルブミン尿検査を実施し、栄養指導を実施している。
・糖尿病保健指導連絡票により医療機関と連携し、栄養指導を実施している。
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通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価

401 108 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き接種率向上に努める。 ・引き続き接種率向上に努める。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

402 108 健康推進課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き啓発に努める。 ・継続して日常の予防対策などの正しい知識の普及、啓発に努める必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

403 108 健康推進課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き備蓄品を確保する。
・新型インフルエンザや新型コロナウイルス感染症を例として、未知の感染症への対策は、
今後も適時見直しを行いながら体制整備に努める必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

２．指標値の達成状況

後期計画での
基準値（R元）

R3年度
実績

R4年度
実績

R5年度
実績

R6年度
見込

後期計画での
R7年度目標

R12年度
（5年後）
目標値

75.8％
（令和元年度）

77.4%
(令和２年度)

72.2%
(令和3年度)

70.7%
(令和4年度)

72.2% 82.0% C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

80.0%

44.5％
（令和元年度）

（市民アンケート）
入力不要 入力不要 入力不要

40.0%
（R6市民アンケー

ト）

60.0％
（市民アンケート）

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

38.9％
(令和元年度)

入力不要 入力不要 入力不要
37.5%

（R6市民アンケー
ト）

47%
（市民アンケート）

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

新計画への引継
ぎ予定_無

50%

★は「総合戦略」で設定していたKPI

健康推進課 健康づくり活動に対する市民満足度

健康推進課 特定保健指導実施率
・対象者に応じた個別保健指導の実施、ポピュレーションアプローチとして健康教室等で生活習慣病について啓発を継続することは、発症予防
や進行を遅らせること繋がり、人生100年時代を迎える中、生涯健康でいきいきと生活する上で重要である。

第二次総合計画 後期まちづくり計画の達成度をはかる指標・目標値 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点等

担当課 指標の内容 達成度の評価
指標内容の妥当性及び課題・新たな視点等

（指標内容を変更する場合は具体的な理由・内容）
指標・目標
の方向性

季節性のインフルエンザやノロウイルスな
どによる食中毒などの感染症に対し、日
常の予防対策などの正しい知識の普及・
啓発に努めます。

・市ホームページに注意喚起情報として掲載するとともに、市メール配信等を活用し、長野県から
注意報が発せられた際に情報を配信している。

新型インフルエンザなどの強毒性の感染
症による健康被害と社会的影響を最小
限にとどめるために、国・県をはじめ関係
団体との連携体制を構築するとともに、
日常生活における感染症予防や感染症
に対する正しい知識の普及・啓発に努め
ます。

・感染症対策として備蓄するマスク、消毒液等の在庫を確認し、必要量の確保に努めている。
・新型コロナウイルス感染症をはじめ、感染症に対する正しい知識や感染予防に関しては、国や県
の情報を随時市ホームページ等を通じて周知啓発を図った。

基本施策４ 感染症に対する予防対策を推進します

①感染症対策の強化

関係機関と連携して予防接種の接種機
会を確保するとともに、接種勧奨などによ
り接種率の向上を図ります。

・市内では、上田市医師会、小県医師会協力のもと委託医療機関で接種が可能となっている。ま
た、市町村間相互乗入により、長野県内においては、上田市以外の医療機関における接種も可能
としている。
・乳幼児健診時における接種状況確認や、毎年６月に市内の保育園、幼稚園を通して保護者宛て
に予防接種勧奨チラシの配付、麻しん風しん2期や日本脳炎2期の未接種者の保護者宛てに接種
勧奨通知の送付等を行っている。

健康推進課
健康で長生きし豊かな人生が送れる環境

が整っていると感じる市民の割合★
このように市民の健康に対する意識は重要な数値であると考えている。
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１．実施内容の検証

■施策達成度の総評
各施策の

達成度の評価 A：順調 B：概ね順調 C：停滞 　D：下降

※評価ウエイト 2 1 -1 -2

施策数 0 10 3 0 13

※施策ごとの達成度（A～D評価）を基に、評価ウエイトを用いて算出した加重平均値による評価

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

404 110
地域医療政策

室 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・上小医療圏地域医療再生計画継続事業終了
後の地域医療対策事業として、令和5年度までの
事業を一部見直し、令和8年度までの計画が策
定された。引き続き、上田地域広域連合と連携し
取り組む。

【施策の必要性】
・上小医療圏における医療従事者数は依然、低いままであるため、継続した取組が必要で
ある。
【課題】
・令和8年度までの計画実施により、財源である上田地域広域連合ふるさと基金が枯渇する
ため、新たな財源の確保が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

405 110
地域医療政策

室 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・医師確保修学資金等貸与制度の在り方の見直
しが必要である。
・上田地域広域連合が実施する初期研修医・看
護師確保事業に継続して取り組む。令和6年度
から、新たに救急医療従事医師及び看護師確保
事業にも取り組む。

【施策の必要性】
・上小医療圏における医療従事者数は依然、低いままであるため、継続した取組が必要で
ある。
【課題】
・財源である上田地域広域連合ふるさと基金が枯渇するため、新たな財源の確保が必要で
ある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

406 110
地域医療政策

室 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

医師確保のための支援は継続するが、修学資金
貸与事業の在り方の見直しは必要である。

【施策の必要性】
・国民の2人に1人が「がん」になり、3人に1人が「がん」で亡くなる時代において、がん診療
体制の充実を図ることは重要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

407 110
地域医療政策

室 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

市立産婦人科病院の閉院に伴い信州上田医療
センターでは、医師及び医療スタッフの増員が行
われた。この体制を維持するために、令和5年度
から6年間、運営に対する支援を行う。

【施策の必要性】
信州上田医療センターの強化された周産期医療提供体制を維持することは、上田地域の
お産を守るために重要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

408 110
地域医療政策

室 5 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・上田看護専門学校への運営費補助金は継続
するが、上小医療圏地域医療対策事業「看護師
修学資金支援事業」を充実して学生確保に努め
る。
・上田市看護師確保修学資金貸与制度の更な
る周知を行い、看護師確保に努める。

【施策の必要性】
・地域医療体制の充実のためには、医師とともに看護職の充実が必要となる。
【課題】
・上田看護専門学校の定員割れが続いている。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

409 110
地域医療政策

室 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、医療体制や救急医療についての情
報を発信し、必要な方が必要な時に受診できる
環境を維持し、病院群輪番制病院等の負担を軽
減する。

【施策の必要性】
・医療従事者の負担を軽減するため、医療機関の正しい受診方法を市民に周知することが
必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

410 110
地域医療政策

室 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

関係機関と連携しながら、感染予防や医療体制
等、必要な情報を発信する。

【施策の必要性】
感染症発症時には、関係機関と連携しながら、各施策を行う必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

感染症発生時に備え、関係機関と連携
し、必要な医療体制整備に努め、必要な
情報を市民に提供します。

・関係機関から情報収集を行い、連携しながら各施策を実施した。
・医療体制を確保するため、医療機関及び医療従事者への支援を行った。
・新型コロナウイルス感染症拡大防止のための研修会の開催や広報による周知を行った。

②地域医療体制の周知

地域医療の現状を広報などを通し、市民
にお知らせするとともに、かかりつけ医を
持つこと、医療機関の機能に応じて適切
な受診をすること、夜間・休日などの医療
機関の受診の仕方を市民に周知します。

・9月9日の「救急の日」にちなみ、毎年広報8月又は9月号に救急医療についての記事を掲載して
いる。
・令和5年3月に長野県が発表した「県民医療意識調査結果」から上小医療圏は次のような結果が
出ている。
かかりつけの医師がいる：69.8％（県内10医療圏とも70％前後）
医療に関する相談窓口（＃8000）の認知：20.1％（県内10医療圏中1位）
地域の医療体制について安心・やや安心：55.4％（県内10医療圏中9位）

平成25年度までの「上小医療圏地域医
療再生計画＊」、平成30年度までの上
小医療圏地域医療再生計画の継続事
業を引き継ぎ、令和元年度以降も上田
地域広域連合と連携し、医師の確保策
など必要な事業を継続します。

・上小医療圏地域医療再生計画の継続事業として、上田地域広域連合と連携し、令和元年度か
ら5年度まで「地域医療体制を強化するための医師確保事業」、「医療機能の維持等に対する支
援に基づく条例」関連事業、「看護師修学資金支援事業」、「病院群輪番制病院等救急搬送収容
事業補助金」事業及び「病院群輪番制病院後方支援事業補助金」事業に取り組んだ。

医師確保修学資金等貸与制度、上田地
域広域連合が実施する信州上田医療セ
ンター初期研修医養成支援事業などに
より、安定的な医師確保体制の整備と充
実を図ります。

・医師確保修学資金等貸与制度：令和5年度末被貸与者数　18人
・上田地域広域連合が実施する医師研究資金貸与事業は、平成21年度から周産期医療機能回
復を目的に取り組んできており、当初目的は果たされたとして令和5年度末で終了した。

信州上田医療センターの医師確保を支
援し、がん診療体制の充実を図ります。

・平成28年4月に「地域がん診療病院」に指定されている。指定以降、医師の増員によりさまざまな
がんに対して最良の医療を提供している。また、高度先進医療等については、「地域がん診療連携
拠点病院」である信州大学医学部付属病院とのグループ指定により連携して提供している。
現在は「地域がん診療連携拠点病院」の指定を目指している。

①医師、看護師、助産師などの医療従事者の確保

助産師確保修学資金等貸与制度などに
より、市立産婦人科病院の助産師確保
を図ります。

・助産師修学資金等貸与制度等により市立産婦人科病院の助産師確保が図られ、制度の役割は
果たされた。
・市立産婦人科病院の医師確保が困難な状況や、少子化等による分娩数の減少が続いているこ
とから、この上田地域の将来にわたる安全・安心な周産期医療提供体制構築のために、医療機能
を信州上田医療センターに集約し、市立産婦人科病院を令和5年度末で閉院した。

医師会などの関係機関と協力し、地域の
医療機関などに勤務する看護職の確保
を図ります。

・医師会が運営する上田看護専門学校に対して運営費を補助しており、医師会が学校再編期と定
めた「7か年の重点期間（令和2～8年度）」については、特別な財政支援を行っている（令和5年度
補助額：21,140,000円）。
・地域内の看護師確保のために、令和5年度から上田市看護師確保修学資金貸与制度を施行
（令和5年度貸与実績2人）

4-1-2 安心して医療が受けられる環境づくり

C：停滞
【総評の評価基準】
A：順調：1.1～
B：概ね順調：0.6～1.0
C：停滞：0～0.5
D：下降：～-0.1

※施策数(計)

0.5

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

基本施策１ 医療従事者の確保と信州上田医療センターの機能の充実を図ります
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通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

411 110
地域医療政策

室 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、初期救急センターの利用方法等を市
民へ周知し、必要な方が必要な時に受診できる
環境を維持し、病院群輪番制病院等の負担を軽
減する。

【施策の必要性】
・病院群輪番制病院の負担を軽減するためにも、初期救急センターの運営継続は必要であ
る。
【課題】
・安定した運営のために、初期救急センターに従事する医師、看護師、医療事務職員の確
保が課題である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

412 110
地域医療政策

室 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・補助を引き続き実施し、事業を継続する。
【課題】
・医師の高齢化、働き方改革等により、いつまで現状を維持できるか不透明な部分があるた
め、関係機関との協議が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

413 110
地域医療政策

室 3 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・補助を引き続き実施し、事業を継続する。
・輪番制病院の欠番（欠院）への対策が必要であ
る。

【課題】
・医師の高齢化や働き方改革等により、輪番制病院の欠番（欠院）が増加している。そのた
め、後方支援病院である信州上田医療センターに救急患者が集中し、重症患者対応に支
障が生じている。
・財源である上田地域広域連合ふるさと基金が枯渇するため、新たな財源の確保が必要で
ある。
【新たな視点】
・医療機関の役割分担と連携の推進を図るための新たな施策について、上田地域広域連
合と連携し検討を進める。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

414 110
地域医療政策

室 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・信州上田医療センターが行う病棟改修に対す
る支援を実施している（令和6年度（令和5年度繰
越事業））。
・医療従事者増員に伴う運営費に対する支援を
実施している（令和5年度から令和10年度）。

【施策の必要性】
機能強化された周産期医療提供体制を維持することは、上田地域のお産を守るために重
要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

415 110
地域医療政策

室 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・市立産婦人科病院の閉院後においても、健康
推進課にて電話相談窓口「まちの保健室」を継
続している。

助産師による妊娠出産、育児　思春期、更年期等の相談窓口は必要である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

416 110
地域医療政策

室 1 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・庁内関係課及び医師会等と情報を共有し、今
後の進め方について協議する。

【課題】
・関係機関との情報共有が必要であるが、その段階にまだなっていない。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

２．指標値の達成状況

後期計画での
基準値（R元）

R3年度
実績

R4年度
実績

R5年度
実績

R6年度
見込

後期計画での
R7年度目標

R12年度
（5年後）
目標値

32.5％
（令和元年度）

（市民アンケート）
入力不要 入力不要 入力不要

27.2％
（R6市民アンケー

ト）

50%
（市民アンケート）

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

50％
（市民アンケー

ト）

11.5％
(平成31年4月～
令和元年12月)

12.6% 11.8% 11.1% 11.5 12% B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

新計画への引継
ぎ予定_有

11.5%

★は「総合戦略」で設定していたKPI

第二次総合計画 後期まちづくり計画の達成度をはかる指標・目標値 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点等

地域医療政策
室

地域医療体制に対する市民満足度 市民の安全、安心な生活のためには、地域医療体制の充実は不可欠である。

担当課 指標の内容 達成度の評価
指標内容の妥当性及び課題・新たな視点等

（指標内容を変更する場合は具体的な理由・内容）
指標・目標
の方向性

市立産婦人科病院では、地域のニーズ
に合わせた不妊・不育症＊治療の提供
について検討します。

・来院による相談のほか、令和5年度から電話相談窓口「まちの保健室」を開設し、不妊・不育症を
含む女性の身体のお悩みについて相談を受付け、必要に応じて治療ための専門医療機関等の紹
介を行った。

基本施策３ 住み慣れた地域で安心して生活できる在宅医療を推進します

①医療機能の分化・連携と在宅医療の推進

国や県が推進する急性期又は慢性期な
ど、地域の実情に応じた病床機能の分化
と連携を踏まえ、医師会などと連携し、在
宅医療の推進に取り組みます。

・市のみでは取り組むことができない内容であるため、具体的な事業には取り組めていない。

将来にわたり安定的な産科医療が提供
できるよう、引き続き産科医の確保に努
め、主にハイリスク分娩を担う信州上田
医療センターと、正常分娩を担う市立産
婦人科病院など産科医療機関の役割分
担と連携を継続し、安全で安心な医療提
供体制を確立します。

・市立産婦人科病院の医師確保が困難な状況や、少子化等による分娩数の減少が続いているこ
とから、この上田地域の将来にわたる安全・安心な周産期医療提供体制構築のために、医療機能
を信州上田医療センターに集約し、市立産婦人科病院を令和５年度末で閉院した。
・市立産婦人科病院の閉院に伴い信州上田医療センターでは、年間分娩件数500件の体制から
700件の分娩に対応するために、医師及び医療スタッフの増員を行うとともに、病棟改修を進めて
いる。

基本施策２ 救急医療体制と周産期＊医療体制を充実します

①救急医療体制の維持・充実

上田市医師会、小県医師会、上田薬剤
師会、信州大学医学部附属病院及び関
係市町村と連携し、夜間に診療する上田
市内科・小児科初期救急センターの運
営を継続するとともに、同センターの利用
方法を市民に周知します。

・内科・小児科初期救急センターの運営を継続して実施した。
・9月9日の「救急の日」にちなみ、毎年広報8又は9月号に初期救急センターの受診方法等の記事
を掲載した。

深夜の初期救急患者を受け入れている
病院群輪番制病院、休日緊急医及び上
田小県歯科医師会による休日歯科救急
センターの運営を支援し、初期救急医療
体制を確保します。

・病院群輪番制病院の初期救急患者の受入れ、休日緊急医、休日歯科救急センターの運営に対
する補助を実施した。

上田地域広域連合と連携し、病院群輪
番制病院とその後方支援病院である信
州上田医療センターが担う二次救急医
療体制を充実します。

・二次救急医療体制を担う10の病院群輪番制病院と後方支援病院である信州上田医療センター
に対し、補助金を交付した。
・輪番制病院の欠番（欠院）が生じている。

②周産期医療体制の確立

地域医療政策
室

上小医療圏域外への救急搬送率★

【施策の必要性】
・信州上田医療センターの医師数増加により圏域外への搬送率は減少しているが、依然として医療従事者は不足している。
【課題】
・慢性的な医療従事者不足に加え、医師の高齢化や働き方改革により二次救急医療体制の維持が難しい状況である。関係機関と連携し、今
後の対策を検討する必要がある。
・適切な医療のかかり方のさらなる周知も必要である。
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１．実施内容の検証

■施策達成度の総評
各施策の

達成度の評価 A：順調 B：概ね順調 C：停滞 　D：下降

※評価ウエイト 2 1 -1 -2

施策数 2 20 3 0 25

※施策ごとの達成度（A～D評価）を基に、評価ウエイトを用いて算出した加重平均値による評価

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

417 112 高齢者介護課 1 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・第二次総合計画及び第9期（R6-R8）上田市高
齢者福祉総合計画に掲げた「在宅医療・介護連
携の推進」に引き続き取り組み、①多職種による
ワーキング会議（年2回以上）、②在宅医療・介
護連携の推進に係る研修（年1回以上）を実施す
る。

・高齢者は医療と介護の両方を必要とする場合が多く、医療と介護の一体的な支援が必要
であり、提供体制の構築を進める必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

418 112 高齢者介護課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・第二次総合計画及び第9期（R6-R8）上田市高
齢者福祉総合計画に掲げた「在宅医療・介護連
携の推進」に引き続き取り組み、24時間在宅ケア
サービスの推進に向けて7年度末までに定期巡
回・随時対応型訪問介護看護事業所：1か所の
整備を進める。

・医療や介護が必要になっても住み慣れた地域と住まいで必要なサービスを利用しながら、
在宅生活を希望する高齢者の割合が高いことから、２４時間在宅ケアサービスの推進に向
けた定期巡回・随時対応型サービス等の整備に取り組む必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

419 112 高齢者介護課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

認知症に関する正しい知識を普及させるため、公
民館等に配置するだけでなく、介護予防体操や
そのほかの講座においても参加者に配布をする。

認知症ケアパスや予防編については、認知症についての基礎知識が掲載されているので、
認知症に関心のある高齢者のみでなく、子供世代の家族にも配布をするなど、周知や普及
に努める。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

420 112 高齢者介護課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

市全体の認知症サポーター養成講座を年１回、
市役所職員向け講座を年１回、企業や学校など
に出向いたり、包括支援センター実施のサポー
ター養成講座についてもできるだけ多く実施でき
るようサポートする。

認知症の方が地域で共生するために、認知症に対する偏見などをなくし、理解者の増加
や、ともにサポートをできる人の増加を図るために認知症サポーター養成講座を開催し、支
援をしていく

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

421 112 高齢者介護課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

認知症初期集中支援チームの支援があることを
広報うえだやホームページ、包括支援センターの
職員などにより市民に周知し、認知症への早期対
応につとめる。

認知症の初期に集中的にかかわることにより、症状が進むことを遅らせることができたり、認
知症に対する困りごとの解決を図ることを目指している。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

422 112 高齢者介護課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

今後も成年後見支援センターの運営の補助につ
とめ、支援の継続を図る。

身寄りのない高齢者等が増加傾向にあるので、権利擁護のために成年後見制度につなげる
など、支援を継続する。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

423 112 高齢者介護課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続き高齢者が安心して生活できるよう虐待
防止の情報提供など周知に努め、高齢者虐待の
事例については支援をします。

高齢者虐待については高齢者の増加とともに年々増加しており、早期の対応が求められて
いる。 A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

②認知症施策の推進

認知症に関する基本情報や予防の可能
性がある取組、医療や介護サービスその
ほかの支援内容がわかる「認知症ケアパ
ス（認知症ガイドブック）」の普及・啓発を
進めます。

・ケアパスの普及については、公民館や各地域自治センター、包括支援センターなどに令和５年度
までに11,000冊程配布し、ケアパス予防編については、認知症予防教室や各公民館等で4,100
冊ほど配布した。

認知症について正しく理解し、認知症の
かたとその家族を温かく見守り支援する
認知症サポーターの養成を推進します。

認知症のかたとその家族を温かく見守り支援する認知症サポーターの養成講座を実施し、累計
18,297名のサポーターを養成した。

認知症専門医、保健師、社会福祉士、
精神保健福祉士などの医療・介護の専
門職で構成する「認知症初期集中支援
チーム」で相談に応じ、認知症でお困りの
かたに早期診断や早期対応に向けた支
援を行います。

専門医３名と、保健師１名、看護師１名、社会福祉士１名、作業療法士１名の認知症初期集中支
援チームにより、認知症の方とそのご家族を５年間で２６名支援し、医療や介護サービスへ繋げた。

③権利擁護の推進

上小圏域成年後見支援センターの運営
により、判断能力が低下した高齢者の成
年後見に関する総合的な支援を行いま
す。

上小圏域成年後見支援センターを４市町村で適切に運営し、判断能力が低下した身寄りのない高
齢者については、市長申立てにより成年後見制度繋げるなど総合的な支援を行った。

高齢者の人権を守り安心して生活できる
よう、高齢者の虐待防止及び高齢者の
養護者への支援を推進します。

高齢者が安心して生活できるよう虐待防止の周知に努め、養護者等による経済的な虐待や身体
的な虐待、施設職員による高齢者虐待の事例について迅速に対応をした。

基本施策１ 必要なサービスが一体的に提供される仕組みづくりを推進します

①在宅医療・介護連携の推進

急性期医療から在宅医療・介護まで切
れ目のないサービス提供が可能となるよ
う、医療と介護が連携する仕組みづくりを
構築します。

・医療と介護が連携する仕組みを構築するため、①多職種によるワーキング会議（年2回以上）、
②在宅医療・介護連携の推進に係る研修（年1回以上）を計画したが、計画のとおり実施されてい
ない。

要介護高齢者が可能な限り在宅生活を
続けられるよう、24時間対応可能な在宅
サービス（定期巡回・随時対応型サービ
スなど）を提供する事業所の整備を進め
ます。

・要介護高齢者が可能な限り在宅生活を続けられるよう、24時間在宅ケアサービスの推進に向け
て、サービス事業所の整備を進めた。
　　◎24時間在宅ケアサービス事業所（5年度末）
　　　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所：5か所
　　　　看護小規模多機能型居宅介護事業所：4か所

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

4-1-3 高齢者がいきいきと安心して暮らせる仕組みづくり

B：概ね順調
【総評の評価基準】
A：順調：1.1～
B：概ね順調：0.6～1.0
C：停滞：0～0.5
D：下降：～-0.1

※施策数(計)

0.8
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424 112 高齢者介護課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

高齢者の通いの場等においてフレイル予備群等
を把握し、状態に応じた保健指導や生活機能の
向上支援等を行うとともに、必要に応じて医療・
介護サービスにつなげる。

高齢者は、加齢に伴う身体的な機能の低下や複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的
な繋がりの低下といった多様な課題や不安を抱えていることが多く、介護予防やフレイルの
防止、疾病の重症化予防等の効果的な実施が不可欠である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

425 112 高齢者介護課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

今後も継続して、地域ケア会議を実施する。
・地域の課題を把握し、その解決のために多職種で検討をする地域ケア会議により、関係者
間での連携を図るうえでも重要な役割を果たしている。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

426 112 高齢者介護課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

地域の実情に合った生活支援サービス推進のた
め、引き続き生活支援コーディネーターを中心と
した地域課題の把握や地域資源の開発に取り組
んでいく。

・高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるために、地域の実情に応じた生活
支援サービスの推進や、住民主体による地域での支援体制の整備は不可欠である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

427 112 高齢者介護課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・令和６年度及び令和７年度においても、民間事
業者・関係機関等と連携し、引き続き事業を実施
していく。

・高齢者世帯のうち、ひとり暮らしの世帯は緊急事態の際の速やかな支援が難しいため、日
常的な相談、見守り体制の充実は今後さらに重要となる。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

428 112 高齢者介護課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・第二次総合計画及び第9期（R6-R8）上田市高
齢者福祉総合計画に掲げた「新たな住まいの確
保」に引き続き取り組み、7年度末までに住宅型
有料老人ホーム236床、サービス付き高齢者向
け住宅70床の整備に県と協力しながら取り組む。

・介護を必要とする高齢者等が安心して日常生活を営むためには、身体状況等に応じた望
ましいサービスを円滑に利用できる環境や住まいの整備を進める必要がある一方、整備に
ついては介護保険給付への影響もあることから、計画的に整備を進める必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

429 113 高齢者介護課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・サロンの意義や重要性について周知を図り、１０
か所程度設立する。

・認知症予防や介護予防のためにも、高齢者が交流するための場を増やしていく必要があ
る。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

430 113 高齢者介護課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・今後も継続して実施していく。
・日常生活の中にスポーツを取り入れることは高齢者の健康づくりや生きがいづくりに有用で
あるため、今後も継続していくことが必要である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

431 113 高齢者介護課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・安定的な運営に資するため、引き続き補助金
等の支援を実施していく。

・シルバー人材センターは、高齢者が社会に参画するための場を提供するための機関として
今後も重要な役割を担うものであり、行政として引き続き支援していく必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

432 113 高齢者介護課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・高齢者の交流の場や生涯学習の場として引き
続き活用を図っていく。

・センターに多くの高齢者が集い、自主的な活動を通じて交流を図ることは、生きがいづくり
や健康づくり、介護予防に取り組む活動のための場として必要性が高い。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

433 113 高齢者介護課 5 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き検討を行っていく。
・拠点施設は、高齢者の社会参加の促進、孤独感の解消及び健康づくりの機会を積極的に
提供するための場としてこれからも必要である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

①生きがいづくり・社会参加の推進

高齢者の地域活動への参加を促進する
ため、地域において高齢者が集い、活動
する場の運営などの地域づくり活動を支
援します。

・高齢者の閉じこもりを防止し社会参加を促進するため、地域住民が主体となって運営する交流の
場（サロン）の設立に対し助成を実施した。
　　※令和５年度末　４８団体（令和７年度末までに１００団体設立を目標）

高齢者が、自己の向上や仲間づくり、世
代間交流を図り、豊かで充実した生活を
送ることができるよう、生涯学習＊や生涯
スポーツを推進します。

・仲間づくり、生きがいづくりを目指す学びの場としての「上田市高齢者学園」において、クラブ活動
や校外学習等を実施した。
　　※令和５年度生徒数　　１年：４３人　　２年：２７人　　３年：２８人
・健康づくりや世代間交流を図ることを目的として、ゲートボールやマレットゴルフ、ボーリング大会等
のスポーツ大会を開催した。
　　※令和５年度開催大会数：１０　延べ参加者数：約７００人

高齢者の知識や経験を生かし、その意欲
や能力に応じた多様な就業機会を設け
るため、シルバー人材センターの運営を
支援します。

・安定的な運営や就業機会の確保を図るため、運営費や事業費への補助を実施した。

高齢者（老人）福祉センターの利用促進
と高齢者の自主的な活動の活性化を図
ります。

・各センターにて行う「クラブ活動」や、「上田市高齢者学園」等の活動を通じて、施設の利用促進
と活動の活性化を図った。

高齢者の生きがいづくりや健康づくり、交
流促進を図るための新たな拠点施設の
整備に努めます。

・建設から４０年以上が経過している高齢者福祉センターの現状を踏まえ、周辺の公共施設と統合
した複合施設の建設計画を立案したが、財源と跡地利用について目途が立たなかったことから、以
降は進展がない状態である。

基本施策２ いきいきと活動し、健康長寿の喜びを実感できる社会の実現を図ります

自立した生活を継続するため、フレイル
＊の予防・改善に向けた取組とともに、高
齢者の保健事業と一体化した介護予防
事業を推進します。

・高齢者の通いの場等で、フレイル予防等の健康教育や健康相談、適切な受診勧奨を行うなど、
高齢者の保健事業と介護予防等について一体的に事業を実施した。

地域関係者間の連携を高める地域ケア
会議を開催することにより、地域課題を
把握しながら介護予防・生活支援を推進
します。

・地域の課題を解決するための「地域ケア会議」を、市が主催して3回実施した。

軽度な支援が必要な高齢者が住み慣れ
た地域で生活を続けられ、地域格差が生
じないよう地域の実情に合った生活支援
サービスを推進します。

・高齢者が住み慣れた地域で自立した生活が送れるよう、各地域に生活支援コーディネーターを
配置し地域の課題把握等進めた。
また、地域の実情に応じた、地域住民が主体となって行う訪問型・通所型サービス等の推進を行っ
た。

⑤高齢者の居住の安定に係る施策の推進

高齢者が住み慣れた地域で安心して暮
らせるよう、日常的な相談、見守り体制を
整備します。

・民生児童委員の協力により高齢者台帳を整備し、見守りや支援が必要な可能性のある世帯の把
握に努めている。また、生活支援サービスとして、緊急通報装置システム管理運営事業、配食
サービスを実施している。
　　※令和５年度実績　緊急通報装置設置台数：804台
　　　　　　　　　　　　　　 配食サービス利用者　　：245人

サービス付き高齢者向け住宅、住宅型
有料老人ホームなど「新たな住まいの確
保」には、監督機関である県とも協力しな
がら、適正な運営や提供されるサービス
の質の向上に向けた取組を行います。

・サービス付き高齢者向け住宅、住宅型有料老人ホームなど「新たな住まいの確保」には、整備の
際に市の意見書を県に提出し、高齢者の住まいに対するニーズや住環境施策に合った整備を求
めた。
　　令和5年度末　住宅型有料老人ホーム　　　　108床
　　　　　　　　　　　サービス付き高齢者向け住宅 229床

④生活支援・介護予防サービスの推進
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434 113 高齢者介護課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

高齢化が進展する中で、高齢者がその有する能
力に応じた自立した日常生活を送ることができる
ための支援や、要介護状態等となることの予防、
軽減、悪化の防止の取り組みを引き続き推進して
いく。

高齢者は、加齢に伴う身体的な機能の低下や複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的
な繋がりの低下といった多様な課題や不安を抱えていることが多く、介護予防やフレイルの
防止、疾病の重症化予防等の効果的な実施が不可欠である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

435 113 高齢者介護課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、事業を実施していく。
・在宅介護者の身体的、精神的、経済的な負担は非常に重いため、負担を軽減させる取組
を継続して実施していく必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

436 113 高齢者介護課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続き、あらゆる機会を活用して制度の周知を
図ってゆく。

・高齢となっても住み慣れた地域で可能な限り自立した活動的な生活を送り、要介護・要支
援状態になることを遅らせることができるよう、介護予防施策及び地域での自立生活を支援
し、地域で共に暮らし、共に助け合う社会の実現に向けた施策を推進する必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

437 113 高齢者介護課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・第二次総合計画及び第9期（R6-R8）上田市高
齢者福祉総合計画に掲げた「地域密着型サービ
ス事業所の整備」に引き続き取り組み、7年度末
までに定期巡回・随時対応型訪問介護看護事
業所：1か所と認知症対応型共同生活介護1か
所の整備を進める。

・地域密着型サービスは認知症高齢者や中重度の要介護高齢者等が、出来る限り住み慣
れた地域で生活が継続できるように、市指定の事業者が地域住民に提供するサービスであ
り、サービス受給者数等の推計を行いながら整備を行う必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

438 113 高齢者介護課 2 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・第二次総合計画及び第9期（R6-R8）上田市高
齢者福祉総合計画に掲げた「介護人材の確保」
に引き続き取り組むため、業務効率化の観点か
ら、介護現場における電子申請・届出システム利
用などICTの活用により、介護分野の文書に係る
負担軽減を図るなど、職場環境等の改善により、
介護人材の確保に努める。

・介護人材は介護が必要となっても住み慣れた地域で生活が継続できる「地域包括ケアシ
ステム」の構築のため不可欠であり、その確保は最重要の課題であることから、仕事の魅力
の向上や職場環境の改善などに取り組み、介護人材の確保に努める必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

439 113 高齢者介護課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・第二次総合計画及び第9期（R6-R8）上田市高
齢者福祉総合計画に掲げた「介護サービスの信
頼性の確保」に引き続き取り組むため、地域密着
型サービス事業所等への実地指導を行い、介護
給付費の適正化と利用者にとって適切なサービ
スの提供を図る。

・高齢者の増加に伴い、介護サービスの利用者及び費用が増加する状況から、適正な介護
サービスが受けられることが重要であり、保険者として、事業所の運営に向けた指導・支援
等を行うとともに、介護保険事業の健全運営に努める必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

440 113 高齢者介護課 2 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・介護保険サービスの利用に支障が生じないよ
う、介護保険利用料の軽減など、低所得者に対
する介護保険サービスの支援を継続する。

・経済的な理由により、介護サービスの利用に支障がきたすことがないよう、低所得者に対
する負担軽減を図る必要が必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

441 113 高齢者介護課 3 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・県、国民健康保険団体連合会とも連携し、サー
ビス利用者からの苦情・相談に適切に対応する。

・介護保険制度が定着する中で、被保険者やサービス利用者からの相談等は多岐にわた
るが、それぞれ迅速、的確に対応するとともに、県や長野県国民健康保険団体連合会等の
関係機関とも連携し、保険者として適切な対応をする必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

２．指標値の達成状況

後期計画での
基準値（R元）

R3年度
実績

R4年度
実績

R5年度
実績

R6年度
見込

後期計画での
R7年度目標

R12年度
（5年後）
目標値

15,662人
（令和元年度）

(+1,045人）
16,707人

（令和3年度）

（+825人）
17,532人

（令和4年度）

（+765人）
18,297人

（令和5年度）

19,200人
（令和6年度）

累計23,500人 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

累計　25,000
人

43団体
（令和元年度）

1団体 1団体 4団体 7団体 100団体 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

120団体

151箇所
（令和元年度）

162箇所
（令和3年度）

170箇所
（令和4年度）

181箇所
（令和5年度）

185箇所
（令和6年度）

170箇所 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

200箇所高齢者介護課 地域リハビリテーション実施箇所数
高齢者は、加齢に伴う身体的な機能の低下や複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的な繋がりの低下といった多様な課題や不安を抱え
ていることが多く、介護予防やフレイルの防止、疾病の重症化予防等の効果的な実施が不可欠である。

高齢者介護課 認知症サポーター数
　新型コロナウイルス感染症の影響で、認知症サポーター養成講座の開催が制限されていたため、人数的には伸び悩んだが今後も講座の開
催をしていく。

高齢者介護課 高齢者地域サロン設立資金助成団体数
　新型コロナウイルス感染症の影響で活動が停滞していたことから、設立のペースが鈍化したと考えられる。令和５年度は団体数も増加したが、
「感染するかもしれない」という思いが心理的な重しになっている。

達成度の評価
指標内容の妥当性及び課題・新たな視点等

（指標内容を変更する場合は具体的な理由・内容）
指標・目標
の方向性

第二次総合計画 後期まちづくり計画の達成度をはかる指標・目標値 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点等

介護保険サービスの利用に支障が生じ
ないよう、介護保険利用料の軽減など、
低所得者に対する支援を進めます。

・介護保険制度に基づく利用料軽減のほか、市独自制度である利用料助成金制度による軽減を
実施した。

県、国民健康保険団体連合会とも連携
し、サービス利用者からの苦情・相談に
適切に対応します。

・認定申請、介護サービスの利用、保険料の賦課及び納付等についての疑問や、制度全般に関わ
る市民の様々な相談について個別に対応するとともに、必要に応じて県及び長野県国民健康保険
団体連合会とも連携し、適切に対応した。

担当課 指標の内容

良質な介護保険サービスの提供が行わ
れるよう、サービス事業者に対し、研修や
適切な情報提供を行うとともに、介護給
付費の適正化とサービスの質の確保と向
上を図ります。

・「介護サービスの信頼性の確保」のため、ケアプラン点検、住宅改修のモニタリング点検、医療情
報との突合等を実施するとともに、地域密着型サービス事業所及び居宅介護支援事業所に対して
実地指導を行い、介護給付費の適正化及びサービスの質の確保に努めた。

在宅の介護者の身体的、精神的かつ経
済的な負担を軽減するため、介護者支
援の充実を図ります。

・家庭介護者慰労金支給、紙おむつ等購入費助成、徘徊高齢者位置情報システム利用料助成、
見守りシール交付等を実施した。

※令和５年度実績
　介護慰労金：680世帯　　紙おむつ等購入：122人
　位置情報システム：2人　　見守りシール：44人

生活支援や介護者支援の様々なサービ
スについて、広報やホームページを活用
し広く周知します。

・ホームページでの周知の他、「介護保険のしおり」への掲載、民生児童委員会での民生委員への
周知、社会福祉協議会、包括支援センター担当職員への説明等により、制度の周知に努めた。

基本施策３ 安心してサービスが利用できるための適正・適切な介護保険運営を図ります

①介護保険サービスの基盤整備

介護が必要となっても、住み慣れた地域
での生活が継続できるよう、日常生活圏
域を単位に、地域密着型サービス事業
所の整備を促進します。

・「地域密着型サービス事業所の整備」のため、介護サービス事業量及び費用の見込みに基づ
き、計画に基づきサービス事業所の整備を進めた。
　　　　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所：2か所
　　　　看護小規模多機能型居宅介護事業所：1か所
　　　　認知症対応型共同生活介護；整備計画なし

必要な介護人材の確保を図るため、関
係機関と連携し、介護人材の確保・定着
対策に取り組みます。

・介護人材の確保は全国的な課題であり、関係機関との連携を含め、確保及び定着対策を進めら
れていない。
・介護ロボットの導入等、業務の効率化や職員の負担軽減のための情報を提供した。

②介護サービスの信頼性の確保

高齢者が要支援・要介護状態になること
を予防し、可能な限り自立して生活する
ため、身体や生活状況に応じた生活支
援の充実を図ります。

・地域における介護予防活動を推進するため、高齢者の通いの場等にリハビリテーション専門職等
を講師として派遣する地域リハビリテーション活動支援事業を実施した。
・また、介護予防の普及啓発や介護予防活動を自主的に実践できることを目的として、介護予防
体操教室を開催した。

②高齢者支援・介護者支援の推進
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１．実施内容の検証

■施策達成度の総評
各施策の

達成度の評価 A：順調 B：概ね順調 C：停滞 　D：下降

※評価ウエイト 2 1 -1 -2

施策数 3 16 0 0 19

※施策ごとの達成度（A～D評価）を基に、評価ウエイトを用いて算出した加重平均値による評価

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

442 115
障がい者支援

課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・小中学校や各団体等への出前講座や、障害者
団体などとの懇談会を引き続き開催する。
・これまで実施されてた交流の場を確保するため
の事業等を再開するとともに、合理的配慮などの
普及啓発にも努める。
・令和6年度以降も9/23の手話言語の国際デー
に併せて、駅前に横断幕を設置し、引き続き周知
啓発を行う。

【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・障害者差別解消法が施行されたが、障がいへの理解は十分でない現状があるため、障が
い特性に応じた意思疎通等の基盤整備を進めるとともに、効果的な施策の研究を進める必
要がある。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

443 115
障がい者支援

課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・これまでの施策を引き続き実施する。

【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・令和元年度、4年度に65歳未満の成人住民を対象としたアンケート調査を実施したとこ
ろ、障害者虐待防止法の認知度は41％から53％、障害者差別解消法の認知度は26％か
ら33％となり、徐々に認知度は上昇傾向にあるものの、一層の周知活動が必要である。
・障がいへの理解を進めていくことで障がい者への虐待事案の発生を抑止していくことも視野
に、障がい特性の理解促進や権利擁護の啓発を引き続き行う。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

444 115
障がい者支援

課
高齢者介護課

3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・地域連携ネットワーク協議会等において、上小
圏域の権利擁護の推進を図るための協議を行っ
ていく。
・成年後見制度セミナーを開催し、市民への周知
啓発は継続して実施する。
・市民後見人養成講座の受講者数を増やすため
の方策等について検討する。

【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・令和元年度、4年度に65歳未満の成人住民を対象としたアンケート調査を実施したとこ
ろ、成年後見制度の認知度は56％から65％へ上昇し、若年層への制度認知が過半を占め
住民の理解度も増しているため、円滑に制度を活用できるよう周知していく必要がある。
・地域連携ネットワーク協議会等において、関係機関の連携を深めながら、権利擁護の推進
に向けた協議・取組を実践していくことが必要である。
・成年後見制度の受け皿として期待される市民後見人の養成及び確保が課題である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

445 115
障がい者支援

課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、人材育成部会における取組を進めて
いく。
・相談支援事業所及び相談支援専門員数を増
やし、相談支援体制の整備・拡充を図る。

【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・基幹相談支援センターを中心に、相談支援専門員等支援者の人材育成に向けた研修会
等を継続的に実施していく必要がある。
・身近な地域で相談支援を受けられる体制づくりとして、相談支援事業所及び相談支援専
門員を増やし、ニーズに十分応えられるよう、相談支援体制の整備・充実を図る。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

446 115
障がい者支援

課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・緊急時の受け入れ体制について、空床確保や
台帳管理、受け入れ時の問題点などの課題を共
有し、解決に向けて検討を行う。
・相談支援事業所の拠点登録を進めることで、点
から面的な支援体制の整備構築を図る。

【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・緊急時の受け入れについては、障がいのある子どもの受け入れが困難であったり、医療的
ケアの必要な方、強度行動障がいのある方等への支援体制が不十分であることから、引き
続き、拠点の整備と併せて支援体制を整えていく必要がある。
・拠点の機能を担う事業所としての届出（認定）件数が少ないため、事業所が参集する会議
等で周知するとともに、拠点の検討委員会にて周知方法等の検討を行う。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

447 115
障がい者支援

課 3 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・老朽化が課題であった「上田市つむぎの家」を
令和6年5月に移転し、安全安心な環境整備を
図り、支援を継続していく。
・災害時における医療的ケア児等への支援体制
を構築するため、令和6年度から「災害対応サ
ポート事業」を実施し、医療的ケア児等の個別避
難計画の作成支援等に取り組んでいく。

【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・医療的ケア児等の日中の受け入れ場所の拡充に加え、ニーズの高い短期入所（ショートス
テイ）について、受け入れ施設が不十分なため、支援体制の整備が大きな課題である。
・医学技術の進歩等とともに医療的ケアが必要な児童が増加傾向にあることから、保健・医
療・福祉等の関係機関との連携、病院などへのアウトリーチ・チーム支援体制の確立は重要
である。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

448 115
障がい者支援

課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・これまでの施策を引き続き実施する。
【施策の必要性】
肢体不自由者となった者が、引き続き住み慣れた居所においての生活を継続することは必
要な施策である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

449 115 行政管理課 5 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・公共施設の改修・改築の際には、ユニバーサル
デザインに配慮した施設整備を行う。

【施策の必要性】
・新たな施設の建設や既存施設を整備する際は、多様な利用者の利便性の向上を図るた
め、ユニバーサルデザイン化を推進していく必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

公共施設の改修・改築にあたっては、ア
クセシビリティ＊の拡大に向け、ユニバー
サルデザイン＊に配慮した施設整備や案
内表示の設置を進めます。

・上田市公共施設マネジメント基本方針（平成28年度～令和7年度、令和4年度改訂）に基づき取
組みを進めた。
・令和5年に整備が完了した上田市庁舎改修・改築事業では、わかりやすい施設構成と視認しや
すいサイン計画を徹底し、すべての利用者が利用しやすい施設設計とした。
・その他、公共施設の改修・改築の際にはユニバーサルデザインに配慮した施設整備を行ってい
る。

基本施策２ 住み慣れた地域で暮らすための支援を充実します

①生活支援及び居住支援の充実

上小圏域障害者総合支援センターを中
心に、身近な地域で相談支援を受けられ
る体制を構築します。

・上小圏域障害者総合支援センターを中心に、上小圏域障がい者自立支援協議会の人材育成
部会において、相談支援専門員等支援者のスキル向上を目的とした事例検討及び研修会を実施
し、相談支援体制の構築及び機能強化を図った。

障がい者の地域生活を支援する機能を
集約した地域生活支援拠点を整備しま
す。

・拠点の整備に必要な５つの機能（①相談、②緊急時の受け入れ・対応、③体験の機会・場、④専
門的人材の確保・養成、⑤地域の体制づくり）のうち、②について、6法人へ委託、輪番制により空
床（１床）を確保し体制を整えた。
・上小圏域での「拠点の機能を担う事業所」の認定方法（手順や要領等）を整備し、事業所への周
知及び届出による認定を行った。

基本施策１ 障がいへの理解の促進と普及・啓発を図ります

①障がいに対する理解の促進と支援制度の普及・啓発

医療的ケアの必要な障がい者への支援
を充実するとともに、障がい者の身体機
能又は生活能力の維持・向上のために
必要な支援を行います。

・上小圏域障害者自立支援協議会の医療的ケア児等支援連携推進委員会において、関係機関
と情報共有及び地域課題の協議検討を行い、医療的ケア児等に対する支援施策の推進に努め
た。
・医療的ケア児等の居場所の確保・拡大を目的に、令和4年度に医療的ケア児等コーディーネー
ターを配置し、通所施設における受け入れ及び家族の相談支援、支援者養成研修の開催等、支
援体制の整備を図った。

住宅のバリアフリー化改修費の助成を行
います。

・県の地域福祉総合補助金を活用し、令和5年度において4件の改修費の助成を実施した

出前講座や体験事業、障がい者と健常
者との交流の場の確保などにより、障が
いに対する理解を促進するとともに、「上
田市手話言語の普及及び視聴覚障害
者等の意思疎通手段等の利用促進に関
する条例」に基づき施策を推進します。

・これまで関係団体などと連携し施策を推進してきたものの、感染症対策のため対人接触を避ける
必要が生じ、多くの交流事業を中止せざるを得ない状況にあった。
・令和5年度以降、感染症の取り扱いが変更されたため、それまで中止していた事業を少しずつ再
開しているものの、従前の実施内容までは再開できていない。
・「上田市手話言語条例」に基づく施策の推進として、令和5年度に駅前に「横断幕」を設置し、手
話言語の国際デー及び条例の周知を図った。

障がい者虐待防止に関する意識の普
及・啓発活動を推進します。

・上小圏域障がい者自立支援協議会の権利擁護委員会において、障がい者虐待防止センター職
員向けの虐待防止研修を毎年開催し、意識の向上、スキルアップを図った。
・出前講座や市職員の障がいに対する理解の研修等において啓発を図った。

上小圏域成年後見支援センターを中心
に、成年後見制度の周知と市民後見人
が活躍できる環境整備に努めます。

・地域連携ネットワークの構築及び中核機関を整備し、上小圏域の権利擁護の推進を図った。
・上小圏域後見支援センターにおいて、成年後見制度セミナーを開催し、市民への制度の周知啓
発に努めている。
・上小圏域後見支援センターにおいて、市民後見人養成講座を隔年で開催しているが、近年は養
成講座の受講者が減少し、市民後見人が増えず、課題となっている。
（高齢者介護課でも予算化、対応しています。）

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

4-2-1 共生社会の実現を目指す障がい者支援の充実

A：順調
【総評の評価基準】
A：順調：1.1～
B：概ね順調：0.6～1.0
C：停滞：0～0.5
D：下降：～-0.1

※施策数(計)

1.2



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
4-2-1　10/22

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

450 115 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、乳幼児健診や教室でのM-CHATを
用いた発達確認を継続し、保護者の困り感や不
安感に寄り添った切れ目のない支援を実施してい
く。

・支援が必要な児が増加しており、各種相談やフォロー教室の不足が課題である。
B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

451 115 健康推進課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、専門職による各種相談、教室等の支
援を実施していく。必要時、他課との連携も行っ
ていく。

・相談があってもタイムリーな相談・支援体制が組めないことが課題である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

452 115
子育て・子育ち

支援課 1 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

個別相談のニーズは増加していくと思われる。
個別相談2,700件、作業療法士による乳幼児の
相談1,200件

【課題】
相談に対応するためのスタッフの確保と養成。業務を継続して行っていくために正規職員と
しての作業療法士の採用が必要。
スタッフがそれぞれのケースを同時に対応する場合の相談支援ルームの不足が課題。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

453 115
子育て・子育ち

支援課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

お子さんの年代別のペアレントトレーニングの開催
4コース
幼児向けのベアレントプログラムの開催1コース
終了者向けの保護者交流会2回

【新たな視点】
教育的なプログラムだけでなく、当事者同士が語り合うピアカウンセリング的な場の充実が望
まれる。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

454 115
子育て・子育ち

支援課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

保育園巡回100回　　幼稚園巡回20回

【課題】
公立園と私立園でのスクリーニング力や巡回相談、助言や支援の受け入れ体制の差が課
題。
療育が必要なお子さんの受け入れ先の不足について、療育が進んだお子さんは公立保育
園への移行が可能になるような職員体制の充実が必要。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

455 115 学校教育課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、一人一人の教育ニーズに適切に応じ
ていく。

【施策の必要性】
・一人一人の教育的ニーズを把握し、その持てる力を高めるための適切な指導及び支援が
必要である。
【新たな視点】
・共生社会の形成に向け、可能な限り同じ場で、障がいのある子とない子が、ともに学ぶ、イ
ンクルーシブ教育の推進が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

456 115
学校教育課

障がい者支援
課

2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、一人一人の教育ニーズに適切に応じ
ていく。

【施策の必要性】
・学習障がい、注意欠如・多動症など、特別な支援が必要な児童生徒の社会的自立に向
け、巡回指導等、通級指導教室の充実が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

457 115
学校教育課

障がい者支援
課

3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・誰もが安心して過ごせる環境づくりに、引き続き
取り組んでいく。

【施策の必要性】
・障がいの有無に関わらず、安心して過ごせる放課後施設となるよう、ハード・ソフト両面の整
備を継続していく必要がある。
・個別支援会議等を通じて、切れ目ない支援体制の構築が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

児童館・児童センター、放課後児童クラ
ブ、放課後等デイサービスなどにおいて、
障がい特性に応じた支援の検討や指導
員の配置、施設などの整備の充実を図り
ます。

・個別支援会議に指導員が参加し、家庭、学校と連携した個別支援に取り組んでいる。
・国の補助事業等を活用し、放課後児童支援員等を加配した。
　○令和5年度：26館109人

③学校や放課後における支援の充実

教育支援委員会を設け、すべての子ども
が持てる力を最大限に発揮できる学びの
場に就学できるよう支援します。また、学
習上のサポートなどを行う特別支援教育
支援員を学校に配置し、一人ひとりの教
育的ニーズに応じた支援を行います。

・教育支援委員会を設け、障がいのある幼児、児童生徒の就学相談及び就学後の一貫した教育
支援の検討を年間通じ行った。
・特別支援教育支援員を市内全小中学校に配置した。
　○教育支援委員会　　　　7回　延べ協議件数390件
　○特別支援教育支援員　70人（内看護師3人）配置
　　　　　　　　　　　　　　　　（ともに令和5年度実績）

ソーシャルスキルトレーニング＊の充実
や放課後における「ぷれジョブ活動＊」の
取組により、児童生徒の能力を高め、将
来の社会参加につなげます。

・教育活動において、児童生徒が自ら考え主体的に判断する能力や人々と協力して活動する力を
高める指導を行っている。
・地域で多くの人との関わりを体験する機会を創出している。
　○学習障がい等通級指導教室　小中5校に8教室設置
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和6年度）

療育を必要とする子どもへの支援につい
て、児童発達支援センターを中心とした
支援体制の充実とともに、保育園などに
おける支援体制を推進します。

令和5年から保育園、幼稚園巡回支援　保育課の発達支援部門を発達相談センターに統合し、お
子さんに必要な支援を考えるチームとして巡回相談を強化した。就学前に支援が必要なお子さん
のスクリーニング行い、できるだけ早期から支援を開始し、就学に向けて切れ目ない支援をつなぐ。
R5．保育園巡回100回、幼稚園巡回16回

基本施策３ 障がい児への切れ目のない支援を図ります

①乳幼児期からの早期の発見と支援

新生児訪問や乳幼児健診・相談体制を
充実し、子どもに病気や障がいが疑われ
たり発見された場合の支援を充実しま
す。

・平成28年度から健康診査票に「乳幼児期自閉症チェックリスト（M-CHAT）」を導入、保護者ととも
に児の発達を確認・共有し適切な相談や教室についての情報提供、支援につなげている。
・医療機関や関係機関と連携をとりつつ、保護者の不安に寄り添いながら、必要な相談・支援へつ
なげている。

子育ての困難さを受け止め、親子に寄り
添う支援を充実します。

・保健師が乳幼児健診・各種相談の機会を利用し、子育ての困難さや子どもの発達等に関する
様々な不安に寄り添い、助言を行うほか、必要な方には、育児・心理相談や乳幼児健診後のフォ
ロー教室等により支援を行っている。また必要時、子育て・子育ち支援課や発達相談センター等へ
情報提供を行い、適切な支援につながるようにしている。

②発達障がい児への支援の充実

関係機関との連携により、発達障がいの
ある子どもへの継続した支援を行いま
す。また、支援を行ってきた子どもが成長
し、社会生活を営む中で必要な場合は、
相談や関係機関への情報提供を行いま
す。

保護者からの相談を受け、子どもの特性に応じた支援を実施。H28は1,636件、H30は2,085件、
R5は2,659件と年々増加している。H28に正規の心理職を雇用し、タイムリーな相談支援に力を入
れ、さらに0歳から育てにくさに対応するかかわり方を教える作業療法士による支援事業を増加さ
せ、特性による育てにくさから虐待に至ってしまうことが無いように保護者支援を行い、不登校や家
庭内暴力のような二次障害を減らすための取り組みを行っている。(作業療法士による乳幼児の相
談R1．192件、R2．343件、R3．613件、R4．905件、R5．1,190件)

発達特性に対する理解と対応について
学ぶためのペアレントトレーニングや、親
子で参加できる教室などの充実を図りま
す。

発達に偏りがある子どもの保護者に対し、ペアレントトレーニング（R1．1コースのべ53人、R3．2コー
スのべ80人、R5．4コースのべ126人）や親子教室等を実施し、子どもの特性に応じた関わり方を
知っていただくなど家族支援を実施した。ペアレントトレーニング終了者を対象に進路選択について
準備することなど講演会と保護者同士の交流会を行った（コロナ禍は中止していたがR5より再開。
参加者48人。）
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458 115
障がい者支援

課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、ニーズや障がい特性、サービス利用
有無等の把握に努めるとともに、企業側への障が
いに対する理解を促進する。
・ハローワークと連携し、職業訓練や出前講座等
を開催する。また、引き続き就労定着支援サービ
スの提供により、サポート体制の充実を図る。

【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・上小圏域障害者就労・生活支援センターやハローワーク、地域雇用推進課等の関係機
関・関係部署との更なる連携を進める。
・また、職場定着を図るためには、企業側への障がいに対する理解の促進が不可欠であり、
そのための施策について、関係機関と検討していく必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

459 115
障がい者支援

課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き調達推進方針の作成と調達目標を設
定し、調達可能な物品等の情報収集と情報提供
に努める。
・庁舎販売を引き続き実施しする。

【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・障がいのある人の働く機会の確保と自立を促進するために推進が必要な施策である。
【課題】・【新たな視点等】
・目標額の達成に向けて、新たな周知・推進方法を模索し、取り組むことが必要である。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

460 115
障がい者支援

課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・これまでの施策を引き続き実施する。
【施策の必要性】・【課題】・【新たな視点等】
・障がい特性に応じた多様な就労環境の確保と改善のために、関係機関と連携を図り、差
別的扱いの防止及び、障がい者理解の普及啓発等に取り組むことが必要である。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

２．指標値の達成状況

後期計画での
基準値（R元）

R3年度
実績

R4年度
実績

R5年度
実績

R6年度
見込

後期計画での
R7年度目標

R12年度
（5年後）
目標値

172人
（令和元年度）

270人 296人 309人 328人 300人 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

338人

16人
（令和元年度）

28人 23人 24人 32人 20人 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

40人

新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点等

障がい者支援
課

福祉施設から一般就労への移行者数
障がい者の地域における自立と社会参加を推進するためには、意欲や技術を持った者が就労できるようにするための支援が必要である。
農福連携など横断的な連携による施策も有効と考える。

障がい者支援
課

地域定着支援台帳の整備数
障がいの有無に関わらず、すべての人が地域社会の一員として、住み慣れた地域で安心して暮らすことのできる地域生活の実現が求められて
いる。
施設入所者の高齢化・重度化から地域移行が難しいことが課題である。

事業主に対し、障がい者雇用の法定雇
用率の順守を啓発するとともに、障がいを
理由とする差別的扱いの防止と職場内で
の障がい者への配慮を働きかけます。

・広報誌による「障害者差別解消法」の周知とともに、商工会議所に協力を依頼し、市内事業所等
へのパンフレットの配布や会報誌を通じた情報提供を実施し、「障害者差別解消法」の周知等、障
がい者理解の普及啓発に努めた。
・市職員の障がいに対する理解の研修等において、周知啓発を図った。

担当課 指標の内容

基本施策４ 障がい者の経済的自立を図ります

①障がい特性に応じた多様な就労環境の確保と改善

短時間労働や在宅就業など、障がい者
の特性に応じた多様な働き方を選択でき
る環境の整備を支援するとともに、就労
訓練やサポート体制を充実させ、就労後
の職場定着を支援します。

・上小圏域障害者就労・生活支援センターにおいて、相談者のニーズや特性を把握し、ハローワー
クと連携して就労支援を行っている。
・平成30年に新設された「就労定着支援」サービスにより、サポート体制の充実を図り、就労後の職
場定着を支援している。
・令和5年度に重度の障がい者を対象とした「重度障害者等就労支援特別事業」を整備し、重度
障害者の就労支援及び就労機会の拡大を図った。

市における物品購入や役務提供につい
て、障がい者就労施設などから優先的・
積極的な調達を進めるとともに、農福連
携＊などによる障がい者の雇用環境など
を整備します。

・優先調達推進方針を策定し、全庁的な取組みを各課へ依頼し、優先調達を推進している。（R5
目標額8,000千円に対し、調達額7,662千円）。
・新庁舎移転後、本庁舎2階に販売スペースを確保し、参加事業所の拡大を図り、事業所の売上
向上と就労機会の場の提供を推進した。
・農福連携の推進のため、農政課及び県等と定期的な情報共有、意見交換等を実施している。

達成度の評価
指標内容の妥当性及び課題・新たな視点等

（指標内容を変更する場合は具体的な理由・内容）
指標・目標
の方向性

第二次総合計画 後期まちづくり計画の達成度をはかる指標・目標値
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１．実施内容の検証

■施策達成度の総評
各施策の

達成度の評価 A：順調 B：概ね順調 C：停滞 　D：下降

※評価ウエイト 2 1 -1 -2

施策数 0 8 2 0 10

※施策ごとの達成度（A～D評価）を基に、評価ウエイトを用いて算出した加重平均値による評価

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

461 117 福祉課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

単独の課で対応できない課題等や新たな課題等
に対しては、庁内横断的な組織である上田市生
活困窮者自立支援事業等庁内連携会議を中心
に対応し、上田市社会福祉協議会との連携・協
働により一体となって地域福祉の推進に取り組ん
でいきます。

地域福祉計画は、上田市の地域福祉に関する基本的な方向とその実現に必用な施策を明
らかにし、地域福祉を推進する。
今後は定期的に第４次計画の検証を行い、地域福祉審議会で協議をしていく。また、次期
計画策定に向けて、本計画４年目に市民アンケート調査の実施を検討する。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

462 117 福祉課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

上田市成年後見制度利用促進計画に基づき、
制度の普及促進を図るとともに、日常生活自立
支援事業の周知啓発にも努める。

今後は全国的に成年後見制度へのニーズが高まると思われるので、制度を正しく理解し安
心して利用できるよう、周知と啓発に努めることが必要である。また、後見人となった親族へ
の支援体制の構築、地域連携ネットワークの機能強化など、課題とされている。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

463 117 福祉課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

今までに引き続き、地域ふれあい事業等への支
援を通じて地域福祉活動の推進に努める。

地区によって活動の多少に差異があり、地域の担い手不足が課題となっているところもある。
引き続き、地域ふれあい事業等に支援を行い、地域福祉活動の推進を図る。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

464 117 福祉課 4 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

調査研究を行うため、引き続き部内調整を進め、
進捗状況に応じて関係団体との協議を開始す
る。

調査研究を行うため、引き続き部内調整を進め、関係団体との協議を開始する。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

465 117 福祉課 1 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

前年度までの推移とほぼ同じ程度の更新になると
思われる。

目標値は全自治会の毎年の情報更新だが、達成は難しい。災害時要援護者登録制度につ
いては、そもそも自治会が主体的に取り組んでいただく制度である点や、自治会によって独
自に支援マップを作成している場合もあれば、世帯数が少なく、そもそもマップ作成の必要が
ない場合もあるなど、自治会の実情に応じて対応していく必要があると思われる。今後は、作
成が努力義務とされている「個別避難計画」について、独自マップを作成している自治会も
含め、希望される方の計画策定を進めるとともに、新たに導入した防災福祉アプリの活用を
推進するなど、デジタル化についても合わせて推進し、迅速に計画を策定していきたい。

D

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

466 117 福祉課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

昨年度までと同様に地域ごとの活動にマップが生
かせるよう進めていく。

支え合いマップを作成している自治会は増えたが、そこから日常の支え合い活動になかなか
繋げていけないといった事情もうかがえる。今後も、作成や更新も含めて、地域内の支え合
い活動と住民支え合いマップを一体的に取り組みができるよう推進していきたい。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

467 117 福祉課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続き年１回のフォーラム開催を目指す。
第４次上田市地域福祉計画においても基本理念としており、地域共生社会をテーマとして継
続していく予定。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

基本施策２ 地域社会の相互扶助機能を強化します

①住民支え合いマップの活用による地域福祉のネットワークづくり

自治会、社会福祉協議会、市との協働に
より、災害時要援護者登録制度に基づく
住民支え合い　　マップを作成し、データ
の更新、活用による制度の定着化を図り
ます。

令和3年度から5年度までの災害時要援護者登録制度に基づく住民支え合いマップのデータの情
報更新を行った自治会の実績は、平均で60自治会が情報更新を行っており、それによりデータの
更新もできている。

日常時においても、住民支え合いマップ
を友愛訪問＊や防災訓練などに活用す
ることにより、要援護者支援とともに身近
な地域で助け合うネットワークづくりを進め
ます。

自治会によっては、支え合いマップを活用し、支援者が要援護者に声掛けなどを日常的にしていく
ことで「気にかける」ことを大切にしたり、自治会の防災訓練時に要援護者の避難誘導訓練を行って
いるところもある。普段からの声掛け等のなかで、要援護者が日常生活でどのようなことに困ってい
るのかなどを把握することで、地域内での情報共有を通して助け合いの仕組みを作っていく動きも
みられる。

基本施策１ ともに支え合い、健康でいきいきと生活できる地域社会の実現を目指します

①地域福祉計画に基づく地域福祉の推進

地域住民、福祉関係事業者などの意見
を反映し、社会福祉協議会の「地域福祉
活動計画」と整合を図って策定する「上
田市地域福祉計画」に基づき、計画的に
地域福祉を推進します。

令和5年度に、令和6年度から6年間を計画期間とする第４次上田市地域福祉計画と、社会福祉
協議会の上田市地域福祉活動計画をともに策定した。
策定にあたり、地域福祉審議会を設置・開催し、委員の意見を参考にしたり、市民アンケート調査
やパブリックコメントを行った。

先進的な取組事例を紹介する「地域福
祉推進フォーラム」や地域福祉推進の人
材育成を目的とする「地域福祉推進リー
ダー養成講座」を住民、社会福祉協議
会と協働で継続的に行い、地域福祉の
意義や推進方法を住民にPRし実践に役
立てます。

地域福祉の啓発と推進を図るため、上田市、長野大学、上田市社会福祉協議会で構成した実行
委員会により、「地域福祉推進フォーラム」を毎年開催をしてきた。(新型コロナウィルス感染症の影
響から、R1～3は中止)
そして「我が事・丸ごと」地域共生社会をテーマとして開催した。

高齢者や障がい者などに対する権利擁
護の推進や、要援護者の自立支援など
住民の参加や協働による地域に根ざした
福祉活動を推進します。

令和5年度に策定した第４次上田市地域福祉計画に包含する形で、判断能力を十分に発揮でき
ない人の権利を擁護し、地域で安心して暮らし続けられるための「上田市成年後見制度利用促進
計画」を新たに策定した。
また、日常生活自立支援事業の円滑な利用を支援するとともに、制度の周知・啓発を図った。

社会福祉協議会との連携により、自治会
単位で行う地域ふれあい事業に対し、継
続して支援を行い、住民同士の支え合
い、人と地域のつながりを重点とした住民
参加による地域づくりを促進します。

地域の実情に応じて地域ふれあい事業を推進できるよう、社会福祉協議会を通じて、自治会に対
して補助金を交付した。

地域福祉の推進団体の総合的な拠点化
を調査研究し、交流性の高い拠点の整
備に努めます。

地域福祉の新たな総合拠点のあり方について調査研究を行うため、福祉部内でワーキングチーム
を発足し、検討を進めた。

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

4-2-2 住民自らで支える地域福祉力の充実・強化

B：概ね順調
【総評の評価基準】
A：順調：1.1～
B：概ね順調：0.6～1.0
C：停滞：0～0.5
D：下降：～-0.1

※施策数(計)

0.6



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
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通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

468 117 福祉課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続きボランティアに関する情報提供や啓発
活動を行う。

社会福祉協議会と連携して、引き続きボランティアに関する情報提供や参加者に対する支
援、人材育成を行う。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

469 117 福祉課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続きボランティア活動に参加しやすい環境の
整備に努める。

ボランティアコーディネーターの役割が適切に発揮されるよう、ボランティア地域活動セン
ターの運営に対する支援を行う。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

470 117 福祉課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続き災害ボランティアに関する情報提供や
事前登録制度の周知等に努める。

社会福祉協議会と連携して、引き続き災害ボランティアに関する情報提供や災害時のボラ
ンティア派遣支援等を行う。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

２．指標値の達成状況

後期計画での
基準値（R元）

R3年度
実績

R4年度
実績

R5年度
実績

R6年度
見込

後期計画での
R7年度目標

R12年度
（5年後）
目標値

109自治会
（令和元年度）

81自治会 49自治会 50自治会 60自治会
241自治会
（全自治会） B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

D

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

個別避難計画
3,700件

福祉課
災害時要援護者登録制度（住民支え合い

マップ）の情報更新自治会数

災害時要援護者登録制度において、自治会で独自に災害時の支援マップを作成している自治会などは更新状況が把握できない。そのため、
今後は、作成が努力義務とされている「個別避難計画」について、独自マップを作成している自治会も含め、希望される方の計画策定を進める
とともに、新たに導入した防災福祉アプリの活用を推進するなど、デジタル化についても合わせて推進し、迅速に計画を策定していきたい。

達成度の評価
指標内容の妥当性及び課題・新たな視点等

（指標内容を変更する場合は具体的な理由・内容）
指標・目標
の方向性

第二次総合計画 後期まちづくり計画の達成度をはかる指標・目標値 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点等

ボランティアコーディネーター機能を強化
し、ボランティア活動の需要と供給の調
整を図り、　　住民自ら地域福祉を推進
できるよう取り組みます。

上田市社会福祉協議会のボランティア地域活動センターに配置されているボランティアコーディ
ネーターが、ボランティア活動の募集と応募との調整役を担い、住民が活動に参加しやすい環境の
整備に努めた。

災害時に災害ボランティアが適切に活動
できるよう、社会福祉協議会と連携して
事前登録制度について広く市民に周知
するとともに、災害ボランティアコーディ
ネーター養成研修への参加を社会福祉
協議会職員だけでなく、NPO職員などへ
も周知し、推進します。

①上田市社会福祉協議会と連携し、災害ボランティアに関する情報提供や啓発活動に努めた。
②災害救援ボランティアセンターの設置・運営について上田市社会福祉協議会へ委託している
が、災害ボランティアの研修については、毎年実施される防災訓練への参加、養成講座等を実施
し、広報等を通じて広く参加を呼びかけている。

担当課 指標の内容

基本施策３ 住民自らの力により地域福祉の推進を図ります

①ボランティアの育成と参加の拡大

ボランティアに関する情報提供や啓発活
動により、市民誰もがボランティア活動に
関心を持ち　参加できる環境づくりを進
め、ネットワークの拡大を図ります。

①上田市社会福祉協議会と連携し、ボランティアに関する情報提供や啓発活動に努めた。
②ボランティア活動参加者の負担軽減を図るため、ボランティア保険の掛金補助を行った結果、保
険加入者が増加した。
③上田市社会福祉協議会と連携し、点訳奉仕団・手話通訳者の各種育成講座を開催し、人材育
成を行った。



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
4-2-3　14/22

１．実施内容の検証

■施策達成度の総評
各施策の

達成度の評価 A：順調 B：概ね順調 C：停滞 　D：下降

※評価ウエイト 2 1 -1 -2

施策数 0 12 4 0 16

※施策ごとの達成度（A～D評価）を基に、評価ウエイトを用いて算出した加重平均値による評価

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

471 119 国保年金課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・県の国保運営方針では、令和９年度を目標年
度としたロードマップを策定しており、納付金の算
定に使用する医療費指数の二次医療圏統一、
応益割額の平準化等、保険料水準の統一に向
けた取り組みを進めていく。
・令和６年１２月のマイナ保険証一体化に伴う変
更内容について、被保険者が混乱することのない
よう、利便性向上のため、丁寧な案内を実施して
いく。
・令和７年８月に標準化システムの導入を予定し
ているため、業務に支障をきたさないよう、新しい
システムにおける作業等を確実に習得し、各自治
センター等関係部署と共有しスムーズな移行に
努める。

・国保運営が県単位化となっても、適用、賦課、徴収、給付、保健事業は市町村が実施す
るこから、財源も含めて、上田市で実施する独自事業の検討が必要である。
・県の運営方針では、保険税統一に向けたロードマップの先を見据えた保険料水準の統一
の方向性を示すとともに、、保険税水準統一に向けた課題・調整事項の整理、目標年次の
設定や留意事項任意給付、保険事業費等の統一による北歩制度の均てん化を目指してい
るため、市町村が担う国保事務の効率化、標準化、広域化の推進が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

472 119 国保年金課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・県への納付金その他事業に係る財源確保のた
め、令和６年度の税率引き上げを実施し、安定的
な財政運営を図る。

・県の運営方針では、令和９年度までに二次医療圏での医療費指数の統一と、応益割額の
平準化を進めることとしている。
・さらに、令和１２年度までに納付金算定時に医療費指数を反映しない「納付金ベース」の
統一を進めているが、保険料（税）の完全統一ではないため、引き続き各市町村において税
率設定をしていくこととなる。
・今後においても、被保険者の減少により税収確保がますます難しくなり、国民健康保険事
業基金の残高の減少も見込まれることから、毎年税率の改定を検討していく必要がある。
・令和８年度から、少子化対策の拡充分の財源として新たに「子ども・子育て支援金」を賦課
徴収することとなるため、被保険者の過度な負担増加とならないよう、慎重に制度設計を進
めていく。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

473 119 国保年金課 3 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・令和6年度から令和11年度までは上田市国民
健康保険第三期保健事業実施計画（データヘル
ス計画）の計画期間でもあり、これまでの取組を
継続・拡充させて、受診率向上を目指す。
・具体的には、民間事業者を活用した受診勧奨
を継続して実施するとともに、医師会の御協力も
いただきながら集団健診を定期的に開催し、集
団健診Web予約システムの導入等により受診者
の増加を図る。

・被保険者の健康増進や医療費適正化のため、特定健診の実施は各保険者に義務付けら
れている。また、特定健診の受診率の向上は、上田再構築プランver2.0の取組内容でもあ
る。
・特定健診受診率は県内19市中最も低い水準で推移しており、生活習慣病に係る医療費
の割合が高く、上田市国保の一人あたり医療費も高い水準にあるため、より一層の取組の充
実が求められている。
・引き続き、医師会の御協力もいただきながら、医療機関に特定健診の受診勧奨を依頼す
るとともに、市としては、民間事業者を活用した受診勧奨の継続・拡充、集団健診の定例化
や、集団健診Web予約システムの導入等により、受診者を増加させていきたい。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

474 119 国保年金課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・令和6、7年度は、第9期財政運営期間となり、
令和6年度に保険料率の引き上げを実施した。
・実施にあたり、被保険者の急激な保険料負担
増加を緩和するため、令和6年度から7年度にか
けて、所得割額や保険料の賦課限度額を段階的
に引き上げる措置をとる。
・長野県後期高齢者医療広域連合と連携し、令
和6年12月のマイナ保険証一体化による、被保
険者の利便性向上に向けた取り組みを進める。

・後期高齢者の医療費の増大に伴い医療費の適正化が求められている。健康寿命の延伸
と医療費の適正化を図るため、今後も高齢者の特性を踏まえた保健事業と介護予防などを
一体的に実施する必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

475 119 国保年金課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・マイナンバー制度における年金関係の情報連
携により、各種手続きの際の添付書類の更なる
省略など国民年金加入者の利便性向上を図る。

・個人番号を活用することにより、年金記録の適正な管理や被保険者（受給者を含む）の住
所変更などの届出省略、手続き時における住民票などの添付書類の省略を実施し、被保
険者の負担軽減を図ることが重要である。
・年金業務における番号制度の導入を円滑に進めるために、基礎年金番号と個人番号の紐
付けを確実に進める必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

②後期高齢者医療制度、国民年金制度の充実

保険者である長野県後期高齢者医療広
域連合と連携し、制度の周知・啓発と適
正な運用を図るとともに、高齢者の特性
を踏まえた保健事業と介護予防などを一
体的に実施することにより、健康寿命の
延伸と医療費の適正化を図ります。

・後期高齢者医療制度についての理解を得るため、長野県後期高齢者医療広域連合と連携し、
制度についてのリーフレットや医療費適正化のため健康づくりやジェネリック医薬品利用促進のリー
フレット等を送付するなど普及・啓発を図った。
・高齢者の特性を踏まえた保健事業と介護予防などを一体的に実施するため、他課と連携し、市
内全地域への個別保健指導や健康教育に取り組んだ。

市民の適切な年金受給権を確保するた
め、日本年金機構など関係機関と連携・
協力し、制度の普及・啓発を図ります。

・適切な年金受給権を確保するため、日本年金機構など関係機関と連携・協力し、制度の普及・
啓発を図った。
・マイナンバー制度における年金関係の情報連携により、各種手続きの際の添付書類の省略など
国民年金加入者の利便性向上を図っている。

基本施策１ 持続可能な制度に向けた社会保障制度改革に的確に対応し、適正な運用に努めます

①国民健康保険事業の充実

安心して医療が受けられる体制を維持す
るため、国が進める医療制度改革に的確
に対応します。

・県から示されたガイドラインに基づき、市町村が県に納める国保事業費納付金及び標準保険料
率を示され、それを参考に、国保運営協議会に諮問、答申をいただき令和６年度の税率改定を
行った。
・また、国保制度改革にあたり、令和２年に創設された「保険者努力支援制度」により、収納率の向
上、医療費の適正化等の取り組みを進めることで、国保被保険者の負担を軽減することが可能と
なるよう、市町村にインセンティブを与え保険者機能の役割を強化する取り組みを実施し、国の定
める基準により、国・県からの交付金が交付された。

国民健康保険税の負担のあり方を検討
するとともに収納環境を整え、国民健康
保険事業を健全に運営します。

・県が財政運営の責任主体となったことから、市町村ごとの国保事業費納付金の額の決定や保健
給付に必要な費用を全額市町村に対して支払うことにより、国保財政の収支を管理していることか
ら、市は、県から給付に必要な保険給付費等交付金を受け、一定の基準で算定された国民健康
保険事業費納付金を県へ納付している。
・市は、納付金やその他の事業を賄う財源のため、県が示す標準保険料率を参考として、税率を決
定し被保険者へ国民健康保険税を賦課している。

特定健診・特定保健指導＊などの保健
事業を充実し、被保険者の健康の保持と
増進を図り、医療費の適正化、国保財政
の健全化を推進します。

・特定健診の受診率を向上させ、適切な保健指導を実施することにより、生活習慣病重症化予防
を図ることで、国保被保険者の健康増進を図ることが、医療費の適正化と国保財政の健全化につ
ながると考えられるため、特定健診未受診者対策を中心的に実施。
・具体的には、民間事業者を活用した受診勧奨、診療情報提供票の活用依頼、休日集団健診の
拡充等を幅広く実施。

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

4-2-3 社会保障制度の適正な運用による福祉の増進

C：停滞
【総評の評価基準】
A：順調：1.1～
B：概ね順調：0.6～1.0
C：停滞：0～0.5
D：下降：～-0.1

※施策数(計)

0.5



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
4-2-3　15/22

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

476 119 福祉課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

現状の体制を維持する。 セ-フティーネットの最後の砦として生活保護制度は必要 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

477 119 福祉課 2 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

子供に対する学習支援プログラムの拡充

貧困の世代間連鎖の断絶が必要。現状は生まれた環境で将来が左右されてしまう。教育
費のうち、塾や習い事などの学校外教育費の負担が最も重く、その部分で格差が生まれて
いる現状が課題である。その課題解決のため、④子供に対する学習支援プログラムを拡充
することが必要である。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

478 119 福祉課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

現状の体制を維持する。
現在の相談体制を維持しながら、本来が情報弱者である生活困窮者に対して「まいさぽ上
田」を周知し、支援につなげていくのかが課題である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

479 119 福祉課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

　令和7年施行予定の法改正により、住居確保に
対するさらなる支援の強化が図られる予定。

生活困窮者のセーフティネットとして給付金制度は今後も必要である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

480 119 福祉課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

現状の体制を維持する。
今後も関係機関の連携が不可欠であり、引き続き支援調整会議等を定期的に開催し情報
の共有を図る。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

481 119 福祉課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

現状の体制を維持する。
各種相談事業で早期に生活困窮者を把握し、支援に確実につなげられる体制を維持する
必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

482 119 福祉課 5 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

　令和6年度施行の孤独・孤立対策推進法の施
行により、行政、支援団体、市民に対して求めら
れる役割が法制化された。

関係団体、地域住民がより連携し、地域での孤立を防止する取組が求められている。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

生活に不安を抱えているかたの相談窓口
を設置し、生活困窮者の自立を効果的
に支援します。

自立相談支援事業として相談機関「まいさぽ上田」を開設し、生活困窮者等に対する様々な相談
を実施した。新型コロナウイルスの影響が大きかった時期は相談件数が急増したが、現在はコロナ
前の水準に戻っている。また複合的な要因により生活困窮に陥っているケースが多い。

離職した就労者が住居を喪失することが
ないよう、法に基づき住居や就労機会の
確保に取り組みます。

上田市社会福祉協議会と連携し、離職者への就職活動を支えるための家賃を有期で給付する住
宅確保給付金事業を実施するとともに、ハローワークと連携して就労支援を行った。新型コロナウイ
ルスの影響が大きかった時期は住居確保給付金の制度の臨時改正もあり利用が急増したが、現
在はコロナ前の水準に戻っている。

自立相談支援事業＊により、策定された
自立支援計画が実効性のあるものとなる
よう、地域包括支援センター、上小圏域
障害者総合支援センター、若者サポート
ステーションなどとの連携を図ります。

自立支援のための関係機関との「支援調整会議」を定期的に開催し、実効性のある支援につなが
るよう連携を図った。また、ハローワーク、担当部局、まいさぽ上田による連携会議においてケース
情報を共有し、ケースに応じた支援を実施するよう努めた。

行政による母子相談、高齢者相談、ひき
こもり相談において生活困窮者を早期に
把握し、対象者を円滑に自立相談支援
事業者につなげます。

庁内で実施されている各種相談事業において、生活困窮者の早期把握に努めた。把握したケース
はまいさぽ上田に確実につなげ、関係者の連携によりケースに応じた支援体制を構築した。

社会福祉協議会、NPO団体、民生委員・
児童委員、自治会、ボランティア組織な
どとの連携により、生活困窮者が地域で
孤立せず自立した生活ができるよう、ま
た、孤立により生活困窮とならない地域
のつながりを強化します。

民生委員・児童委員等の地域の実情をよく知る市民との連携により、生活困窮者や要相談者の把
握に努めた。また、地域で活動するＮＰＯ団体、自治会等へまいさぽ上田や自立支援事業の啓発
活動を行うことにより、生活困窮者が地域で自立して生活できる環境の醸成を図った。

生活保護の自立支援プログラムにより、
被保護者の自立を支援します。

①生活保護受給者等就労支援事業活用プログラム
②就労支援員を活用した自立支援プログラム
③就労支援準備プログラム
④子供に対する学習支援プログラム
以上４プログラムを実施した。

②生活困窮者の自立支援

基本施策２ 生活困窮者が自立した生活ができるよう、支援制度を総合的に活用します

①生活保護制度による最低生活の保障と自立の助長

社会保障制度の最後のセーフティネット
である生活保護制度の適正な運用によ
り、支援が必要なかたを確実に保護しま
す。

①相談業務の強化を実施。課題の明確化をファーストミッションとし、その課題解決に沿った提案を
実施した。
②ケースワーク業務の強化を実施。制度範囲の中で各保護世帯に沿った、最適な支援を実施し
た。
③チーム強化を実施。情報共有・ミーティングの実施により福祉事務所として判断を最適化した。
④制度理解の強化を実施。県地域福祉課と協働し、制度理解を深め、支援の最適化を図った。
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通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

483 119 福祉課 1 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

　令和6年度施行の孤独・孤立対策推進法の施
行により、行政、支援団体、市民に対して求めら
れる役割が法制化された。

関係団体、地域住民がより連携し、地域での孤立を防止する取組が求められている。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

484 119 福祉課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

　令和6年度から「まいさぽ上田」にコーディネート
機能を設け、支援体制の整備を図っている。

関係団体、地域住民がより連携し、地域での孤立を防止する取組が求められている。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

485 119 福祉課 3 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

　引き続き、関係機関などとの意見交換を進める。関係団体、地域住民がより連携し、地域での孤立を防止する取組が求められている。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

486 119 福祉課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

長野市において、子ども医療費に係る受給者負
担500円廃止が検討されている。
県や他市の、今後の動向を注視する必要があ
る。

【施策の必要性】
・福祉の増進と子育て支援に寄与しており、人口減少及び少子高齢化が進行する中必要な
施策であると考える。

【課題】
・当市において子ども医療費の受給者負担を廃止する場合、福祉医療制度を持続していく
ため、財源確保が課題である。
また、他の区分（障がい者等）との公平性なども検討する必要があると考える。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

２．指標値の達成状況

後期計画での
基準値（R元）

R3年度
実績

R4年度
実績

R5年度
実績

R6年度
見込

後期計画での
R7年度目標

R12年度
（5年後）
目標値

39.4％
（令和元年度）

37.7% 40.0% 41%（見込） 45.0% 60.00% C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

60.00%

94.4％
（令和元年度）

95.67 96.29 96.01 95.90% 95.00% B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

96.20%収納管理課 国民健康保険税収納率（現年度）
国民健康保険事業の健全な運営と事業充実を図るための指標として、国民健康保険税における収納率の目標値を設定し、収納率の向上を
図る。

第二次総合計画 後期まちづくり計画の達成度をはかる指標・目標値 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点等

国保年金課
国民健康保険特定健康診査受診率（対象

者:40歳〜74歳）
　国が定める市町村国保の特定健診受診率の目標値が60％以上とされており、令和6年度から令和11年度までを期間とする上田市国民健
康保険第三期保険事業実施計画（データヘルス計画）でも、段階的に60％にすることを目標としているため、妥当な目標である。

担当課 指標の内容 達成度の評価
指標内容の妥当性及び課題・新たな視点等

（指標内容を変更する場合は具体的な理由・内容）
指標・目標
の方向性

福祉医療制度の充実と持続的で安定し
た運用により、子育て家庭、ひとり親家
庭、障がい者などへの医療費の負担軽
減を図ります。

・令和3年8月1日には、精神障害者手帳2級所持者の県補助対象範囲拡大に伴い、所得税非課
税世帯以外の補助対象範囲を拡充した。
・令和5年4月1日には、市の単独事業として、子育て家庭の医療費負担軽減を図るため、対象年
齢を15歳到達後の最初の年度末から18歳到達後の最初の年度末に拡充した。

相談窓口の周知を図るとともに、生活相
談、母子相談、高齢者相談などの各相
談窓口で得られた情報に基づき関係課
や関係機関が連携し、支援を行う体制を
整備します。

　庁内関係課と個別に連携する中で、調整役の司令塔機能の必要性を確認し、準備を進めた。

精神疾患や発達障がいなどを原因とする
ひきこもり状態にあるかたに、専門知識を
活用して継続的に対応できる体制を整備
します。

　専門的見地を有する関係機関などとの意見交換を通じて、体制の整備を進めている。

基本施策３ 子育て家庭や障がい者などの医療費負担を軽減します

①福祉医療制度の充実と持続的な運用

ひきこもりの実態を把握し、原因の分析
や対応方法の検討を行います。

　自立支援相談機関等への相談の中で、ひきこもりの実態把握に努めた。

③ひきこもり状態にあるかたへの支援の強化
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１．実施内容の検証

■施策達成度の総評
各施策の

達成度の評価 A：順調 B：概ね順調 C：停滞 　D：下降

※評価ウエイト 2 1 -1 -2

施策数 3 14 0 0 17

※施策ごとの達成度（A～D評価）を基に、評価ウエイトを用いて算出した加重平均値による評価

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

487 121 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・「思春期保健連携会議」を年１回開催し、学校
と地域の課題を共有し解決に向けた検討を行う。
・継続して「命の学級」を実施する。

・インターネットやSNSの普及により、健康や性などに関する情報があふれている中で、正しい
情報を伝える必要性がさらに高まっている。今後も関係機関と課題を共有し、連携を図るこ
とが重要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

488 121 健康推進課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、母子手帳交付時、両親学級時に保
健指導・健康教育を実施する。

・妊娠届出数は年々減少しているが、支援や見守りが必要な妊婦が増加しているため、
個々の状況に合わせた丁寧な保健指導を行う必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

489 121 健康推進課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、妊婦健診、妊婦歯科検診の助成の
実施と合わせ、受診の必要性についても啓発して
いく。

・妊娠届出者の年齢上昇等により、健康管理が必要な妊婦が増加傾向にある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

490 121 健康推進課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き妊娠届出時の丁寧な面接や関係機関
との連携により、支援が必要な妊婦には早期に対
応していく。
・産後ケアの円滑な利用を進めていく。
・伴走型相談支援と経済的支援の継続

・妊娠届出数・出生数は減少しているが、家庭環境や精神・身体面でフォローが必要な妊
婦や要支援家庭は増えている。
・対象者拡大により産後ケア利用者の増加が見込まれるため、事業所や関係機関との連携
が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

491 121 健康推進課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、乳幼児健診・教室において成長・発
達に関する情報提供と個別相談・指導を実施す
る。

・児の発達や家庭環境が生活習慣の確立に影響を及ぼすことがあるため、個々の状況に合
わせて継続的に支援をしていく必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

492 121 健康推進課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、専門職による相談事業、フォロー教
室を実施する。

・保護者と専門職で子どもの育ちについて共有し、見通しをもった育児ができるように支援し
ていく必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

493 121 健康推進課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き個々の状況に応じて、保健、医療、福
祉等と連携していく。

・病院から地域への移行をスムーズに行うことで、必要な支援に繋ぎ、孤立を防ぎ、安心し
て地域で過ごせるよう継続的な支援が必要である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

494 121 健康推進課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・現認による本人確認と受診勧奨を継続して実
施する。

・未受診者の中には、養育者や家庭の問題等が隠れている場合もあるため、関係課と連携
をとりながら対応を検討していくことが必要である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

乳幼児健診の未受診者に対し、個々の
事情に応じた受診の働きかけや関係機
関との連携による支援を行います。

・乳幼児健診の未受診者に対して、状況把握を行い、電話、通知文などで受診勧奨を行っている。
・受診勧奨後も未受診の場合は、訪問、面談による現認（目視）を行っている。

乳幼児健診などで子どもの心身の成長
や月齢を踏まえ、発達に応じたかかわり
方ができるよう、また、望ましい生活習慣
形成に向けての健康教育、保健指導を
実施します。

・乳幼児健診・教室で、各月齢の発達について保護者と確認・共有し、家庭での関りについて丁寧
な個別保健指導を実施している。
・保健師・管理栄養士・歯科衛生士など各専門職の視点から、生活リズムの定着と健康的な生活
習慣の確立のための指導を実施している。

保護者の子育てに対する不安や、子ども
の発達など各種相談の充実を図ります。

・新生児訪問や乳幼児健診、各種相談の機会を利用し、保護者が抱える子育てに関する不安に
寄り添い、必要に応じて情報提供を行っている。
・子どもの発達支援については、専門職による個別相談やフォロー教室等により、適切な支援につ
ながるようにしている。

医療、保健、福祉など関係機関との連携
体制を強化し、病気や障がいなどが発見
された子どもをスムーズに支援します。

・子どもの病気や障がいの状況により他機関と連携を図り、病院から地域への移行をスムーズに行
えるよう個別支援を行っている。

基本施策１ すべての子どもが健やかに成長できるよう、母子保健事業を充実します

①妊娠・出産をめぐる知識の普及・啓発と相談の実施

関係機関と連携し、命を育むことの大切
さや望ましい妊娠の時期など、思春期の
健康づくりに関する正しい知識の普及啓
発を行います。

・中学校・高等学校の養護教諭、病院、行政等の関係者による「思春期保健連携会議」を実施。
思春期保健に関する地域や学校の実情や課題、取組等を共有し、役割や連携について確認を
行った。
・小学校への助産師による出前講座「命の学級」を継続して行った。

②個々に応じて健康に成長するための知識の普及・啓発とサポート体制の充実

妊娠に対する正しい知識を習得し、妊娠
期からの生活習慣病の予防や、母体・胎
児への影響を考えた健康管理ができるよ
う、両親学級などの健康教育や保健指
導の充実を図ります。

・母子手帳交付時に妊娠期の注意点や適正体重等に関する保健指導を実施している。
・両親学級において妊娠中の生活、食事、歯科等の健康教育を行い、健康管理ができるよう支援
をしている。令和５年度から土曜日の開催を増やしたことで、夫婦の参加が増加した。

母子ともに健康で安全な出産を迎えるた
め、妊娠後早めの医療受診と妊婦健診・
妊婦歯科検診を受診することの重要性
について啓発します。

・90％以上が満11週以内に妊婦届が出されており、妊娠初期から母体や胎児の健康管理に必要
な健康診査の受診につなげることができている。
・妊娠中の歯周病罹患による早産や低出生体重児の出産予防のため、妊婦歯科検診の助成を
し、受診勧奨を行っている。

妊娠・出産・育児期への切れ目のない支
援による孤立化の防止と、医療機関など
との連携による産後うつの早期支援を図
ります。

・妊娠届出時には、母子保健コーディネーターによる面接を実施し、支援が必要な妊婦の場合に
は、医療機関や子育て・子育ち支援課と連携し早期から支援を開始している。
・「出産・子育て応援交付金事業」により「伴走型相談支援」と「経済的支援」を一体的に実施し、
妊娠期から不安の軽減に努め、産後ケア事業の利用や早期の新生児訪問等により切れ目のない
支援を行っている。

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

4-3-1 出産・子育てしやすい環境の実現

A：順調
【総評の評価基準】
A：順調：1.1～
B：概ね順調：0.6～1.0
C：停滞：0～0.5
D：下降：～-0.1

※施策数(計)

1.2



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
4-3-1　18/22

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

495 121
子育て・子育ち

支援課 1 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続き、子育て支援コーディネーター及び母子
保健コーディネーターを配置し、「子育て世代包
括支援センター」とともに、令和6年度から設置し
た「こども家庭センター」や関係機関との連携し取
組む。

【施策の必要性】
○総合的な利用者支援
　子育て家庭のニーズを把握し、教育・保育施設及び地域子育て支援事業等の利用に当
たっての「情報集約・提供」「相談」「利用支援・援助」を行い、子育て支援に取組む。
○地域連携
　子育て支援に関わる関係機関との連携・協働の体制づくりや、地域等において必要となる
子育て支援の充実を図る。
【課題】
利用者支援事業に繋がらない子育て世帯へのアプローチや、支援の必要な家庭が増加し
ている中で、より多様なニーズに向けた対応。
【新たな視点】
令和6年4月から設置した「こども家庭センター」等、関係機関との連携による支援の充実。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

496 121
子育て・子育ち

支援課 2 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

構築から5年となる令和2年度から、事業の運営
を開発事業者へ譲渡することを検討し、令和4年
度から民間に譲渡し運営している。

【施策の必要性】
　子育て世代等のニーズに応じた情報の提供を行う。
【課題】
　令和4年度から民間による運営となり、引き続いた継続的な情報の発信ができるようにす
る。
【新たな視点】
　市公式LINEやメール配信等、利用者が手軽に且つ迅速に情報を取得できるツールを利活
用する。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

497 121
子育て・子育ち

支援課 1 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・地域子育て支援の拠点として更に利用者の増
を図る。
・親同士が交流等を促進できる地域子育て支援
機能の充実を図り、子育ての不安感を緩和、支
援する。

【施策の必要性】
地域の子育て家庭に対する育児支援を行うためには必要な事業である。また、子育て不安
や悩みを持っている親子に対する相談など、多様化している子育て親子に対しての援助、支
援も重要となっている。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

498 121
子育て・子育ち

支援課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・子育てサポーター養成講座を開催し、サポー
ターの継続的な確保をしていく。引き続き、子育
て支援センター、子育てひろば等での子育て支援
活動を行う。
・ファミリー・サポートセンターは新規会員向け講
習会を開催し、会員獲得に努める。

【施策の必要性】
子育て支援体制を更に進めていくためのネットワークは、子育ての不安や、悩みを解消する
上で子育中の親子には必要であるため、子育てボランティア、ファミリー・サポートセンター事
業、子育てサークルに対する支援事業についても更に進めていく必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

499 121
子育て・子育ち

支援課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・子育てボランティア団体等との連携を図るため、
子育てひろばでの活動やイベントなどへの協力を
依頼していく。

【施策の必要性】
子育てイベント、情報の周知を図り、子育て家庭の支援につなげる必要がある。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

500 121
子育て・子育ち

支援課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、利用についてホームページ、パンフ
レット等で周知し登録施設を広報等で募集してい
く。

【施策の必要性】
・乳幼児を連れた保護者が、外出中に気軽に授乳やおむつ替えなど立ち寄ることができるス
ペースの確保は必要である。
・登録施設の設置状況、利用状況の把握を定期的に行う必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

501 121 都市計画課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

公園施設長寿命化事業で令和7年度までに6箇
所の都市公園について遊具の改築更新を行う。
子育て支援事業で令和7年度までに2箇所の公
園について遊具新設及び施設の改築更新を行
う。

老朽化する公園施設において利用者の安全安心の確保や公園施設のコスト削減のため公
園施設長寿命化事業を推進する。
子育てしやすい環境整備を図るため既存公園を活かした公園整備を推進する。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

502 121
福祉課

子育て・子育ち
支援課

3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、国の支給要件に合わせ、適切に対応
するとともに、適時に広報、ホームページ、パンフ
レット等で市民に周知しく。

【施策の必要性】
・子育て世帯の負担軽減を図るには必要な施策である。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

503 121
子育て・子育ち

支援課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・引き続き、国の支給要件に合わせ、適切に対応
するとともに、適時に広報、ホームページ、パンフ
レット等で市民に周知しく。

【新たな視点】
未就園児童のみではなく、就学前児童や小学生、中学生や高校生といった年齢に応じた検
討に加え、全世代対応の検討も必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

２．指標値の達成状況

後期計画での
基準値（R元）

R3年度
実績

R4年度
実績

R5年度
実績

R6年度
見込

後期計画での
R7年度目標

R12年度
（5年後）
目標値

99.7％
（令和元年度）

98.1% 98.3% 98.50% 98.5% 100% A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

100%

第二次総合計画 後期まちづくり計画の達成度をはかる指標・目標値 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点等

健康推進課 乳幼児健診（３歳児健診）の受診率
・乳幼児健診は疾病の早期発見・発達確認の他、子育て支援の場としての役割もあるため、保護者の気持ちを聞き取りながら、全ての家庭に
子育てに関する情報提供ができるよう、引き続き積極的な受診勧奨を継続していく必要がある。

担当課 指標の内容 達成度の評価
指標内容の妥当性及び課題・新たな視点等

（指標内容を変更する場合は具体的な理由・内容）
指標・目標
の方向性

子ども医療費給付事業など、子育て家庭
への経済的支援を推進します。

・国の支給要件に合わせ、適切に対応している。

天候に左右されない、誰でも気軽に楽し
める施設の整備にあたっては、既存の施
設を含めた利用方法や施設整備を検討
します。

・コロナ禍の状況下であっても、既存の施設で実施されてる「遊びのひろば」の継続的な運営に努め
た。
・資源循環型施設の建設に係る周辺整備事業のワークショップに参加し、市民と共に検討した。

学校、地域、保護者などとの連携を深
め、ボランティアの協力を得ながら、地域
で支え合う子育て支援を推進します。

・子育て世帯が地域、社会の様々な世代から助言・支援を受けることができる環境づくりの推進や、
身近な地域全体で子育て家庭を支援できるように、子育て支援センターでは、更生保護女性会に
活動していただいている。
・子育てイベントを主任児童委員会、ボランティア団体等と連携し開催した。

③子育てしやすい環境整備

赤ちゃんステーション＊など、子ども連れ
の家庭に配慮した施設整備を進めます。

・R5年度末で登録施設が74か所。利用についてはホームページ、パンフレット等で周知し、利用促
進を図っている。登録施設についても広報等で募集をしている。

親子が気軽に野外で安心して遊ぶことが
できる身近な公園の整備を進めます。

公園施設長寿命化事業で令和5年度までに延べ66箇所の都市公園について遊具の改築更新を
行った。
子育て支援事業で令和5年度までに13箇所の公園について遊具新設及び施設の改築更新を行っ
た。

子育てボランティア、子育てサポーター、
ファミリー・サポート・センター＊事業な
ど、地域での活動に参加する人材の充実
を図ります。

・子育てしやすい環境をつくるため子育て中の家族を応援する事業を子育て支援団体等と上田市
が協働して実施するための組織「上田市子育て家族応援事業実行委員会」を設置し、事業を実施
している。
・子育て家庭の支援活動、地域全体で子育てを支援する基盤形成を図るため、子育てサポーター
を養成し、修了者は、子育て支援センター、児童館などのひろばや子育てサークルの活動の場など
で子育て支援活動を行っている。
・ファミリーサポートセンター事業を上田市社会福祉協議会に平成20年度から委託し、実施してい
る。

基本施策２ 安心して子育てできる環境整備を地域全体で整えます

①子育ての相談体制や情報提供の充実

子育て支援に関する情報を一元的に把
握し、情報提供や相談などを行うため、
母子保健コーディネーターと子育て支援
コーディネーターが機能的に運用する
「子育て世代包括支援センター＊」の充
実を図ります。

　子育て支援に関する情報を一元的に把握し、情報提供や相談などを行うため、子育て・子育ち支
援課に子育て支援コーディネーターを、健康推進課に母子保健コーディネーターを配置し、「子育
て世代包括支援センター」として機能的に運用することができた。

【経過等】
・平成27年度から、子育て支援コーディネーターを設置。
・平成28年度から、母子保健コーディネーターが配置され、「子育て世代包括支援センター」の運
営開始
・平成29年1月から、子育て支援センター及び子育てひろばを月2回巡回実施
・令和2年4月から、転入者のつどい事業を開始

関係機関と連携し、子育て支援に関わる
情報を収集・発信するとともに、AI＊や
IoT＊などの新たな情報通信技術を活用
し、相談体制の強化や情報提供の充実
を図ります。

　結婚前から妊娠・出産、子育てまでの情報を一元化し発信するために、普及率が高いスマート
フォンから見やすく使いやすいウェブサイトを構築し平成29年度から運用し、令和4年度から民間に
譲渡し運営している。

〇　「うえだ家族」サイト
　「出会い・結婚」「妊娠・出産」「子育て」「仕事・地域交流」の4つのカテゴリで構成し、行政情報だ
けでなく、民間や地域の情報も含め、結婚から子育てまで一元化した情報を発信している。
　　サイト内情報更新　Ｒ3：900件　Ｒ4：912件　Ｒ5：1,033件

②子どもを育む地域コミュニティづくり

親子が気軽に集まって交流ができる「子
育てひろば」で子育て講座、相談、情報
提供などを行い地域の子育て支援の充
実を図ります。

・子育て親子が気軽に集まり相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提
供及び助言、その他の援助を行った。子育て支援センター通信などで子育てに関する情報の提供
や子育て親子を対象とした講習や講座を実施した。
・子育てサークルへの支援などを通して、地域の子育て家族に対する支援を行った。



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
4-3-2　19/22

１．実施内容の検証

■施策達成度の総評
各施策の

達成度の評価 A：順調 B：概ね順調 C：停滞 　D：下降

※評価ウエイト 2 1 -1 -2

施策数 9 11 0 0 20

※施策ごとの達成度（A～D評価）を基に、評価ウエイトを用いて算出した加重平均値による評価

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

504 123 保育課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・深刻な保育士不足の中、3歳未満児の保育需
要は今後しばらくは高い状況が続く見込みであり、
さらに「（仮称」こども誰でも通園制度」のR8年度
の実施に伴う保育士確保も必要になる。
・保育ニーズに対応する受け皿を確保するため
に、公立園のさらなる業務効率化のほか、民間活
力を生かした新たな小規模事業所の開設を予定
している。

【継続】
・深刻な保育士不足の中、増加している3歳未満児の保育需要に対応する受け皿確保が必
要である。

【新たな視点】
・R8年度に全国で開始されることとなっている「（仮称）こども誰でも通園制度」への対応が必
要である。

A

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

505 123 保育課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・R8年度の実施が予定されている「（仮称）こども
誰でも通園制度」への対応が必要となる。

【継続】
・延長保育、休日保育の実施

【新たな視点】
・R8年度から実施される「（仮称）こども誰でも通園制度」との関連があるため、一時預かり事
業の検討が必要になる。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

506 123
子育て・子育ち

支援課 3 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・令和６年度開始の上田病院病児保育センター
の改築移転に係る施設整備事業工事完了予
定。

【施策の必要性】
核家族化が進展する中、子育て世帯にとって不可決な事業となっているので、継続、状況
によっては事業の拡充も検討する必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

507 123 保育課 1 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

R6年4月から開始した保育料の軽減の継続 R6年4月から開始した保育料の軽減の継続 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

508 123 保育課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・令和７年度以降に実施する公立園の長寿命化
改修工事の実施計画を作成するとともに、計画
期間が令和7年度までとなっている「上田市保育
施設整備計画」の更新を図る。

【施策の必要性】
・令和8年4月時点で、公立園29園のうち13園が建築後40年以上を経過し、そのうち5園が
50年以上を経過し、施設の老朽化が一層進むことから、施設の安全・安心な環境づくりに
努める必要がある。

【課題】
・「上田市保育施設整備計画」に基づき、計画的に長寿命化改修工事を実施し、施設の耐
用年数の延伸を図るとともに、地区ごとの保育需要を踏まえながら、統廃合等による今後の
施設のあり方を検討する必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

509 123 保育課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・3歳未満児の保育需要増加や今後実施予定の
「こども誰でも通園制度」等の新たな保育重要に
対応するため、既存施設での受入れに当たって
必要となる施設整備を行う。

【施策の必要性・課題】
・共働き世帯の増加等に伴い、3歳未満児の保育需要は、今後も横ばいまたは増加傾向と
なることが見込まれる。
・併せて、今後実施予定の「こども誰でも通園制度」により、新たな保育需要の発生が見込
まれる。

【新たな視点】
・保育需要が多様化する一方、少子化の進行により、3歳以上児の在園児数は減少してい
ることから、既存施設の効率的な運用により、新たな保育需要への対応を図る必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

510 123 保育課 3 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・耐用年数が近づいている施設については、地区
ごとの保育需要を踏まえながら、統廃合による建
て替え等、今後の方向性を決定していく。
・3歳未満児の保育需要の増加に対応するため、
民間の小規模保育事業所の新設及び既存小規
模保育事業所の定員増加に向けた施設整備に
対する補助を実施（令和6年度）し、3歳未満児の
保育の受け皿の拡充を図る。

【施策の必要性・課題】
・施設の新設や建替えを実施する際は、施設の老朽度や地区ごとの就学前児童数の推移
なども見据えながら、統廃合や周辺施設との複合化、集約化を検討するとともに、私立保育
園・幼稚園等とも連携しながら、バランスのとれた配置に努める必要がある。

【新たな視点】
・近年の3歳未満児の保育需要の増加等にも対応しながら、適正規模・適正配置による保
育施設の配置を行う必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

多様化する保育ニーズに対応するため、
未満児室の拡大や一時預かり保育室の
設置など、施設の充実を図ります。

・3歳未満児の保育需要の増加により、令和2年度に上田市において初めて待機児童が発生した
が、保育士の確保とともに、既存施設の空き部屋の活用や異年齢クラスの編成など、施設の効率
的な運用により、3歳未満児室の拡充を図り、令和4年度以降の待機児童をゼロに抑制した。
・令和3年4月に開園したまるこ保育園では、多様化する保育ニーズに対応するため、3歳未満児
の保育室及び一時預かり保育室の充実を図った。

施設の新設や建替えを実施する際は、
統廃合や周辺施設との複合化、集約化
を検討するとともに、私立保育園・幼稚園
なども含めて保育需要を把握し、バラン
スのとれた配置に努めます。

・丸子地区3園の統合によるまるこ保育園の開園（令和3年4月）や園児数減少に伴う西内保育園
の閉園（令和6年3月）により、令和6年4月現在、公立園の施設数は29園であり、「上田市保育施
設整備計画」で示している適正規模・適正配置による公立園の施設数である令和7年度の30園、
令和42年度の23園に対し、概ね計画どおりの状況となっている。
・就学前児童数が減少する一方、3歳未満児の保育需要は増加しているため、民間の小規模保育
事業所の施設整備や私立幼稚園の幼保連携型認定こども園移行に伴う施設整備（令和4年度～
5年度）への補助を行い、3歳未満児の保育の受け皿の確保を図った。

③保育所の安全・安心な環境づくりと計画的な施設整備の実施

施設の安全・安心な環境づくりに努めま
す。

・公立園の半数以上が建築後30年以上を経過し、施設の老朽化が進んでいることから、「上田市
保育施設整備計画」に基づき、公立３園の長寿命化改修工事を実施（令和3年度～5年度）し、耐
用年数の延伸を図った。
・老朽化に伴う施設の不具合箇所等については、計画的に修繕等を行った。
・園児の救護室としても使用する公立園の事務室へのエアコン設置（令和3年度～4年度）を行い、
保育室を含めた園児の居室へのエアコン設置が完了した。
・新型コロナウイルス感染症対策として、公立保育施設の園児用手洗い水道の温水化工事及び調
乳室水道の自動水栓化工事（令和4年度）を行った。

幼児教育・保育のニーズに応え、量と質
の確保に努めます。

・R2年度に初めて待機児童が発生した。令和4年4月以降は待機児童ゼロの状態を維持している。
・少子化に伴い在園児全体の人数は減少しているが、3歳未満児の保育需要が高い状況が続いて
おり、待機児童を発生させないために、可能な方には入園時期の延期の協力をお願いしているほ
か、私立園に受入枠の増加の協力や公立園の保育士配置の見直しを行った。
・公立園の保育の質の向上のために、園長経験者による指導育成の体制を整え、保育士の研修
計画を作成し、キャリアに応じた研修を実施することとした。

「第２次上田市子ども・子育て支援事業
計画」に基づき、一時預かり保育実施園
の拡充や、延長保育、休日保育など保
護者ニーズに応える保育サービスの充実
を図ります。

・一時預かりについて、申し込みの利便性の向上を図った。
・通常の保育で待機児童を発生させることなく受け入れるために、保育士配置の見直しを行う中
で、専用の部屋があるなど、一時預かりの受入環境がより整った施設への集約を行った。（R6年4
月～）
・延長保育や休日保育については、保育士の体制を整えて対応している。

病気療養中又は病気回復期にある子ど
もが、集団保育や保護者による保育が困
難な場合に、上田市病児保育センター
の利用を促進し、子育て世代の就労支
援や育児をサポートします。

・病児・病後児保育事業は、病気の治療中又は病気回復期にある児童を一時的に預かる事業で、
現在上田市では上田病院と丸子中央病院に事業を委託し実施している。
・就労して子育てをする保護者の増加に伴い、令和5年度は登録者数1,297人、のべ利用者数
1,086人（上田病院病児保育センターのべ568人、丸子中央病院病児保育センターのべ518人）
と利用者数は増加している。

基本施策１ 幼児教育・保育のニーズに応える子育て支援の充実を図ります

①幼児教育・保育のニーズに応える子育て支援策の推進

②多子世帯に対する保育料の軽減による経済的な支援

幼児教育・保育の無償化の取組に加え、
多子世帯などに対する経済的支援など、
さらなる軽減策を検討します。

・多子世帯や低所得世帯について、保育料の軽減の拡充を実施（R6.4月～）

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

4-3-2 多様なニーズに応えるきめ細やかな子育て支援の充実

A：順調
【総評の評価基準】
A：順調：1.1～
B：概ね順調：0.6～1.0
C：停滞：0～0.5
D：下降：～-0.1

※施策数(計)

1.5



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
4-3-2　20/22

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

511 123
子育て・子育ち

支援課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

今後も配布を続け利用を促進できるよう相談面
接や受診、支援会議等で積極的に活用していく。

【新たな視点】
ペーパーレス化に伴い大きなファイルの持ち運びの不便さや、成長に合わせてタイムリーに
情報共有が行われるよう内容や形態について検討が必要。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

512 123
子育て・子育ち

支援課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

継続して地域全体で発達障がいへの正しい理解
や関心が高まるような講師による市民向け講座
を開催する。

【課題】
定住自立圏での講演会だが上田市が中心市であることもあり、圏域の他市町村から開催地
を上田市にしたいとの希望が強いが、上田市開催とすると他市町村からの参加者数が増え
ない。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

513 123
子育て・子育ち

支援課 1 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続き児童虐待の未然防止に努めていく。
【施策の必要性】
児童虐待の要因は多様化、複雑化し、相談件数は増加している。未然防止を図るための活
動は継続的に実施する必要性が高い。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

514 123
子育て・子育ち

支援課 2 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

すべての妊産婦、子育て世帯、こどもへ一体的な
相談支援機能を有する「こども家庭センター」を
令和6年度に設置。関係機関との連携の一層の
強化を図り、適切な支援へ繋げていく。

【施策の必要性】
核家族化の進展等によって近くに支援者がいない家庭が増えている。また産後うつなどの父
母の精神症状によって、家庭で養育困難な状況になる事例も増加傾向にある。
子育て家庭に対する伴走型の支援が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

515 123
子育て・子育ち

支援課 3 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

養育困難な家庭等の把握に努め、必要な支援を
継続して実施する。

【施策の必要性】
核家族化など家庭環境の変化により、近くに支援者がいない家庭が増えている。また産後う
つなどの父母の精神的な要因によって家庭で養育困難な状況になる事例も増加傾向にあ
ることから、子育て家庭に対する伴走型の支援が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

516 124
子育て・子育ち

支援課 1 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

国では令和6年度に児童扶養手当の制度改正が
予定されており、市においても国に順じた経済的
支援の拡充を実施する。
福祉部との庁内横断的な支援を実施する。

【施策の必要性】
家事や育児、就労を一人で担うひとり親家庭は、経済的にも生活面においても困難な状況
であり、自立に向けた経済・生活面における支援は必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

517 124
子育て・子育ち

支援課 2 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

ひとり親家庭に対し、支援制度の周知を行い、利
用促進につなげる。

【施策の必要性】
家事や育児、就労を一人で担うひとり親家庭は、経済的にも生活面においても困難な状況
であり、自立に向けた経済・生活面における支援は必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

518 124
子育て・子育ち

支援課 1 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

生活困窮家庭の早期発見や家庭状況の把握に
努め、適切な支援に繋げていく。
生活困窮家庭の生活の安定を図るため、社会福
祉協議会や民間団体等との連携した事業を実施
していく。

【施策の必要性】
子どもたちが自分の可能性を信じて前向きに挑戦することで、生まれ育った環境によって可
能性が閉ざされることや、何世代にも渡る貧困の連鎖を断ち切るため、子どもと保護者に対
する総合的な支援を実施する必要がある。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

「子ども家庭総合支援拠点＊」を設置し、
児童虐待の早期発見・早期対応を行い、
子どもの保護、自立支援に至るまで、関
係機関と連携した切れ目のない総合的
な支援を行う体制の強化・充実を図りま
す。

子ども家庭総合支援拠点の設置により、要保護児童対策地域協議会や子育て世代包括支援セン
ターと円滑な連携を図り、妊娠期から出産、子育て期にわたって切れ目のない支援を実施した。

子どもへの適切な養育が行われるため
に、支援の必要性が特に高いと判断する
家庭に対し、保健師・助産師などが訪問
して助言・指導を行います。

児童の養育に不安や課題がある家庭やヤングケアラーのいる家庭に対し、保健師等の専門職を派
遣し、育児や家事の支援を行うため、令和4年度に「子育て世帯訪問支援事業」を新設し、子育て
家庭の養育不安や負担の解消等に努めた。

③ひとり親家庭などへの自立支援の充実

ひとり親家庭の生活の安定と自立、児童
の福祉増進を図るため、経済的支援・生
活支援を行います。

児童扶養手当の支給のほかに、コロナ禍や物価高騰などの影響を受け、ひとり親家庭は特に困難
な状況にあることを踏まえ、臨時給付金を支給した。
ひとり親家庭の児童の生活習慣の改善や学習を支援するため、子どもの生活・学習支援事業を実
施した。
その他、医療費や子どもの就学に係る費用などについての支援を実施した。

ひとり親家庭の親が就業に有利な資格を
取得する際の支援を行います。

就職に有利であり安定的な収入に繋がることが見込まれる看護師等の専門的な資格取得に必要
な費用を支給した。
生活や就労状況に応じて短期間での資格取得が見込まれる講座等の受講に係る費用を支給し
た。

④子どもの貧困対策の推進

生活困窮世帯の子どもや保護者に対し、
家庭の課題に対応した相談・支援を行
い、生活の安定を図ります。

家庭からの相談に応じ、必要な支援につなげた。
社会福祉協議会と連携し、生活困窮家庭等への食糧支援を行うためのフードドライブ活動やもぐも
ぐサポーター活動に対する支援を行い、生活困窮家庭への家庭訪問時の際に食料支援を実施し
た。

関係機関との連携強化や市民に対する
啓発活動を行い、虐待の発生を未然に
防止します。

要保護児童対策地域協議会の構成機関等との連携によって、児童虐待の未然防止に努めた。
街頭啓発や講演会の開催、広報誌を通じて市民に対する啓発活動を実施し、市民の児童虐待防
止に関する意識の高揚に努めた。

基本施策２ きめ細やかな支援で子どもや家庭を支えます

①発達や育ちが気になる子どもへの支援

支援ノート「つなぐ」を発行し、関係機関で
の情報共有を図り、相談や支援体制を充
実します。

平成26年度から育児相談や親子教室、発達相談等の機会に支援ノート「つなぐ」を発行しており令
和5年度末で1334冊発行している。

発達障がいについての講演会を開催し、
保護者や周囲のかたの発達障がいに対
する正しい理解・対応の周知に努めま
す。

上田市、東御市、長和町、青木村による定住自立圏により、住民向けの講演会を年１回実施して
きた。コロナ禍はオンラインまたは来所を選べるハイブリット型講演会を実施。R3．88人、R4．118
人、R5．支援者向け102人市民向け84人。
出前講座等の機会に住民に向けて発達障害の方への対応について啓発を行った。

②児童虐待防止と社会的養護体制の充実



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
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通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

519 124 保育課 1

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

520 124 学校教育課 2 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・利用状況、今後の利用推計を勘案し、受入れ
体制を順次整備していく。

【施策の必要性】
・児童数は減少しているものの、保護者の就労による留守家庭児童は増加しており、計画的
な整備が必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

521 124 人権共生課 3 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・事業者表彰の目的や意義を事業者、関係団
体、市民へ周知し、制度の活性化に努める。

【施策の必要性】
・子育て、介護の負担は女性に偏る傾向があるが、誰もが仕事と家事・育児・介護の両立で
きるための取り組みが求められている。 B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

522 124
地域雇用推進

課 4 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

引き続き、求職者に寄り添った支援に努めるとと
もに、事業所に対する啓発活動を実施する。

【施策の必要性】
・地域企業における人材不足が深刻な状況にある中、貴重な人材である結婚、子育てや介
護の理由により離職した方に対する情報提供や再就職支援はますます重要となってくる。
・また、事業主によるワークライフバランス、働き方改革への理解が必要である。
【課題】
・企業の業務形態によっては、女性が働きやすい環境整備が難しい面がある。
・理工系に進む女性学生に対する地域企業の受け皿が少ない。
【新たな視点】
・企業に対するワークライフバランス、働き方改革推進に向けた啓発を行う必要がある。
・地域企業で働く女性を焦点化した事業を開催することで、企業に向けた啓発と学生の地元
就職を促進する。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

523 124
子育て・子育ち

支援課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・Ｈ31年度から団体に委託して事業を行ってい
る。

【施策の必要性】
・父親の育児、家事への参加意識を高め、父親同士の子育てへの仲間づくりの場を提供す
るために必要。
・父親の育児参加を支援、促進するために父親自ら学びの場である講座や事業を開催する
ことは大切である。
【課題】
今まで以上に父親が各種事業に参加しやすい仕組みづくりも必要である。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

①働きながら子育てできる環境整備の推進

乳幼児保育、延長・休日保育、一時預か
り保育、病児・病後児保育など、多様な
ニーズに合わせた保育サービスなどの充
実、利便性の向上を図ります。

【保育課】
・乳幼児保育については、通番504のとおり。
・園長・休日保育、一時預かり保育については、通番505のとおり

児童館・児童センター、放課後児童クラ
ブを計画的に整備し、受入れ態勢を充実
します。

・児童の安全な施設利用に向け、定員の増加及び設備の充実を図っている。
　○バッタの家（川辺小）定員増　　38人→57人（令和2年度）
　○太郎の家（北小）定員増　　　　72人→90人（令和6年度）

育児休業などの制度普及を企業などに
働きかけます。

・ワーク・ライフ・バランスの推進や多様な働き方に積極的に取り組んでいる事業者を男女共同参
画推進事業者として表彰した。
・令和5年度には事業者表彰事例集を長野大学と協働で作成した。

企業向けにワーク・ライフ・バランス＊、働
き方改革の推進に向けた啓発活動を行
うことにより、出産・育児に関する休暇制
度を普及させるなど、子育てしやすく、働
きやすい職場環境の整備・推進を支援し
ます。また、結婚・子育てなどで離職した
人の再就職を関係機関と連携して支援し
ます。

・事業主に対しては、ワークライフバランス、働き方改革に係る啓発を行った。
・「ハローワーク上田マザーズコ－ナー」「地域就労サポートセンター（県、Ｒ５～）」と連携を図り、結
婚や子育ての理由により離職した方の再就職に向け、スキルアップセミナーを開催するとともに、き
め細かな求職者に寄り添った伴走型の支援に努めた。
・「地域就労サポートセンター」により、毎月開催される女性の就業相談の事業周知を行った。（Ｒ
５）

②父親の子育てへの参加の促進

父親の仲間づくりや子どもとのかかわり方
の実践を通し、子育てへの参加意識を啓
発し、家事・育児参加の促進を図ります。

・父親の家事・育児参加の輪を広げる父親の子育て参加支援事業を「パパカレッジ上田」に委託し
実施。企画・運営についても参加する父親が行っている。
・NP講座に参加者を「父親のみ」に限定したコースを設定し実施した。

基本施策３ 男女ともに子育てと仕事を両立できる環境を整えます



第二次上田市総合計画（後期）　施策検証シート 政策企画部政策企画課
4-3-2　22/22

通番 頁 担当課 今後見込(R7年度末まで) 施策の必要性・課題・新たな視点等

第二次総合計画 後期まちづくり計画の評価 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点、方向性等

取組内容 施策の進捗状況(R5年度末まで) 施策達成度の評価 方向性

524 124
移住交流推進

課 1 B

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

・国の地域少子化対策重点推進交付金を活用
し、未婚化・晩婚化解消に向け、各団体と連携し
て支援を行う。

【施策の必要性】
・未婚化・晩婚化の解消に向けて、セミナーを通じて結婚への意識の醸成を図り、独身男女
に出会いの場を提供をすることが重要である。
・収入面で不安のある若い世代向けに、新婚生活を支援する必要がある。

【課題】
・県のアンケート調査（R5）において、結婚に向けた出会いの場が少ないことや、結婚生活の
ための収入面の不安が、課題とされている。
・婚活イベントでは、交流会のマッチング数向上のためのスキルアップセミナーや、成婚数向
上のため、継続的に相談支援を実施する必要がある。

【新たな視点】
・若い世代（学生）に対するライフプランセミナー、企業の協力によるスキルアップセミナー、
県との連携による「移住×婚活」のアプローチによる取組などを検討する。
・こども家庭庁の創設を踏まえ、結婚から、妊娠・出産・子育て支援までをワンストップサービ
スとして提供できる体制の整備を目指す。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

525 124
移住交流推進
課子育て・子育

ち支援課
2

B
A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

【移住交流推進課】
同上（通番524）

【子育て・子育ち支援課】
構築から5年となる令和2年度から、事業の運営
を開発事業者へ譲渡することを検討し、令和4年
度から民間に譲渡し運営している。

【移住交流推進課】
同上（通番524）

【子育て・子育ち支援課】
【施策の必要性】
　子育て世代等のニーズに応じた情報の提供を行う。
【課題】
　令和4年度から民間による運営となり、引き続いた継続的な情報の発信ができるようにす
る。
【新たな視点】
　市公式LINEやメール配信等、利用者が手軽に且つ迅速に情報を取得できるツールを利活
用する。

B

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：廃止・休止

２．指標値の達成状況

後期計画での
基準値（R元）

R3年度
実績

R4年度
実績

R5年度
実績

R6年度
見込

後期計画での
R7年度目標

R12年度
（5年後）
目標値

21箇所
（令和元年度）

20箇所 22箇所 23箇所 18箇所 22箇所 D

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

D

　A：拡大・充実
　B：継続
　C：縮小
　D：変更・廃止

一時預かりの施
設数ではなく、
（仮称）こども誰
でも通園制度も
含めた通常保
育以外の利用
者数を目標値
にすることを検

討したい。

12組
(令和元年度)

2 4 3 3 15組 C

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

新計画への引継
ぎ予定_有

※要検討

3，735人
(令和元年度)

4948 5584 6052 6623 8，500人 A

　A：順調
　B：概ね順調
　C：停滞
　D：下降

新計画への引継
ぎ予定_無

-

★は「総合戦略」で設定していたKPI

第二次総合計画 後期まちづくり計画の達成度をはかる指標・目標値 新まちづくり計画（R8年度以降）に向けた必要性・課題・新たな視点等

保育課 一時預かり保育実施園箇所数

・一時預かりを実施していた私立の保育施設の事業撤退等があった。
・公立園においては、通常の保育に待機児童を出さないために保育士の効率的な配置の見直しを実施した結果、一時預かりの実施園が減少
した。
・一時預かり専用の部屋がある施設に集約し、効率的な運用を図ったことから実施園の数は減少したが、一時預かりを希望する方が利用でき
るように努めているところである。
・令和８年度に開始が予定されている「（仮称）こども誰でも通園制度」へを適切に運営できるように準備が必要である。

担当課 指標の内容 達成度の評価
指標内容の妥当性及び課題・新たな視点等

（指標内容を変更する場合は具体的な理由・内容）
指標・目標
の方向性

①民間団体と連携した結婚支援の実施

民間団体との連携による取組を推進しま
す。

①上田市結婚支援ネットワーク実行委員会を組織し、結婚に向けた意識醸成や出会いの場の提
供を目的として、独身男女向けのセミナー・交流会などを実施した。
〇R3年度　　　　　　　　　　　　　　　（参加者数）
　・セミナー①　　　　　　　　　　　　　（男性12人、女性 6人）
　・オンラインセミナー・交流会②　（男性16人、女性10人）
　・オンラインセミナー・交流会③　（男性18人、女性 7人）
　・セミナー・交流会④　　　　　 　　（男性18人、女性15人）
　・セミナー・交流会⑤（広域）　　　（男性27人、女性28人）
〇R4年度
　・セミナー・交流会①　　　　 　　　（男性17人、女性20人）
　・交流会②　　　　　　　　　　　　　 （男性14人、女性14人）
　・セミナー・交流会③　　　　 　　　（男性20人、女性19人）
　・セミナー・交流会④（広域）  　　（男性20人、女性20人）
〇R5年度
　・セミナー・交流会①　　　　　　　（男性13人、女性13人）
　・セミナー・交流会②　　　　　　　（男性14人、女性14人）
　・セミナー・交流会③　　　　　　　（男性11人、女性14人）
　・セミナー・交流会④　　　　　　　（男性15人、女性13人）
　・セミナー・交流会⑤（広域）　　 （男性17人、女性17人）

結婚・妊娠・出産・育児に関する効果的
な情報を発信します。

【移住交流推進課】
・上田市結婚支援ネットワーク実行委員会事業として、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ＠）を活用して、婚活イベント情
報、婚活アドバイス情報を発信した。
　R3年度　  登録者数362人・情報発信数　17回・個別面談　9人
　R4年度　  登録者数477人・情報発信数　15回・個別面談　1人
　R5年度　  登録者数594人・情報発信数　14回・個別面談　7人

・結婚新生活支援事業補助金
・若い世代の結婚支援のため、39歳以下の新婚世帯に対し、住居費など上限30万円の補助金を
交付
　R3・19件、R4・20件、R5・25件

【子育て・子育ち支援課】
（通番496再掲）
　結婚前から妊娠・出産、子育てまでの情報を一元化し発信するために、普及率が高いスマート
フォンから見やすく使いやすいウェブサイトを構築し平成29年度から運用し、令和4年度から民間に
譲渡し運営している。

〇　「うえだ家族」サイト
　「出会い・結婚」「妊娠・出産」「子育て」「仕事・地域交流」の4つのカテゴリで構成し、行政情報だ
けでなく、民間や地域の情報も含め、結婚から子育てまで一元化した情報を発信している。
　　サイト内情報更新　Ｒ3：900件　Ｒ4：912件　Ｒ5：1,033件

基本施策４ 結婚を希望する若者を支援します

移住交流推進
課

団体が取り扱う成婚者数★
【総合計画 P126】
・CSF（重要性好要因）に該当する指標として「上田市の婚姻数」を設定するとともに、KPI（重要業績指標）は「行政支援による成婚者数」又は
「出会いの場・セミナーへの参加者数」とすることとしたい。

移住交流推進
課

結婚希望者登録者数（累計）★
【総合計画 P126】
上記のとおり再編することにより、本項目は引継ぎをしない。


